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第４章 福島県津波被災地における農業の復興 

 
小野 智昭  

 

１． はじめに 

 
福島県は，東の阿武隈高地と西の奥羽山脈が南北に走り，地理的には東から浜通り，中通

り，会津の3つの地域に分けられる。沿岸部の浜通りは太平洋に面した海洋性気候のため，

夏は海からの涼風が吹き，冬は比較的温暖で降雪はほとんどない。そして丘陵地帯はある

が，比較的出入りの少ない海岸線に沿って低地帯があり，そこに農地が広がる。 
その福島県沿岸部が東日本大震災の津波によりに重大な被害を受けた。宮城県や岩手県

の沿岸部と同様に，住宅等が流され多くの人命が失われ，広大な農地が浸水し，多くの農業

機械･施設が流出した。加えて福島県では，福島第1原子力発電所事故で大量に放出された放

射性物質による汚染問題がある。高濃度の汚染地域は避難指示によって居住できなくなり，

住民は避難生活を強制され，それ以外の地域でも被曝を避けて自主避難している多くの住

民がいる。そして放射性物質による汚染は福島県以外にも及び，農地，森林，海洋の汚染に

よって広大な地域で農林水産業に大きな制約が課せられた。さらには汚染がない場合でも

風評による価格低下等の被害が引き起こされている。 
本章は，福島県の津波被災地における農業復興の過程を検討するものであり，水田作の土

地利用型農業での大規模法人の事例を取り上げる。放射性物質による汚染については，農地

等の除染と農業生産の再開へ向けた努力や避難指示区域での今後の農業のあり方など検討

するべき課題があるが，それらは他の研究に譲ることとする。 
福島県の避難指示区域外の津波被災地では，津波によって多くの農家等が農業機械・施設

を喪失して，営農再開が困難となり，国の東日本大震災農業生産対策交付金（以下，「生産

対策交付金」）や東日本大震災復興交付金（以下，「復興交付金」），あるいは民間支援等によ

って大規模土地利用型法人による農業の復興が図られている。そしてその大規模土地利用

型法人は，震災前の地域の農業構造，津波による地域農業の被災程度，農業再開への支援方

策によって多様である。 
そこで本章では，まず震災前の地域の農業構造と震災後の変化を中心に統計的に明らか

にする。ついで農業復興過程の実態について，大規模土地利用型法人の設立による復興事例

を取り上げて検討する。検討は，津波被災が復興過程にどう関係したかという津波の影響の

観点から，さらに震災前の地域の農業構造が復興過程にどう関わり，また農業再開への支援

方策が農業復興にどう関与しているのかという政策支援と農業構造の観点から行う。調査

対象地は相馬市である。同市は避難指示区域外にあるが，放射性物質による農地等の汚染が

あった。被災後に農地復旧と放射性物質対策を行いながら農業復興を図ってきている(1)。 
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２． 調査地域の津波被災と農業復興の概況 

 
（１） 被災前の農業構造 

 
 １）農家の規模階層 

調査対象地である相馬市における規模別農家数および農家以外の農業事業体数を示した

ものが第4-1表である。同表は，津波被災した福島県沿岸部(2)と調査対象法人がある農業セ

ンサスの旧市町村（以下，「地域」とする。）単位でも示す。また相馬市の南部に隣接する

南相馬市についても比較のために示す。 

福島県沿岸部では自給的農家と1ha未満の販売農家とを合わせると60％を占め，県平均と

同程度であるが，相馬市では同規模層が42％と少なく，1～3ha層が4割と厚くなっている。

他方，5～10ha層と10ha以上層は県平均も福島県沿岸部も2％，1％であるが，相馬市で5％，

2％と多く，相馬市は県平均や福島県沿岸部に比べて大規模層が厚い。南相馬市も同様であ

る。地域別には5～10ha層や10ha以上層といった大規模農家は，飯豊地域でそれぞれ16戸
（6％），10戸（4％），磯部地域で14戸（9％），4戸（3％）ある。対象地域は農家構成か

ら見ると，5ha以上さらには10ha以上の大規模農家が一定数存在し，福島県沿岸部に比べ厚

い地域であることが特徴である。 
 

第 4-1表 経営規模別農家数と農家以外の農業事業体数（2010年） 

(単位：戸，経営体，事業体，％）

福島県 96,598 26,078 10,187 21,276 30,666 5,357 2,350 639   70,766 888    477      
沿岸部 18,295 5,162   1,843   3,982   5,818   915   394   169   13,149 196    108      

相馬市 1,615   340     114     221     657     168   81     34     1,275  10      6          
飯豊村 258     51       8         21       131     21     16     10     207     3       1          
磯部村 163     13       5         22       76       29     14     4       150     1       -          

南相馬市 3,969   947     252     616     1,578   348   143   82     3,025  61      35        
福島県 100.0   27.0  10.5    22.0  31.7  5.5    2.4    0.7    73.3    0.9     0.5       
沿岸部 100.0   28.2  10.1    21.8  31.8  5.0    2.2    0.9    71.9    1.1     0.6       

相馬市 100.0   21.1  7.1      13.7    40.7  10.4  5.0    2.1    78.9    0.6     0.4       
飯豊村 100.0   19.8    3.1      8.1      50.8  8.1    6.2    3.9    80.2    1.2     0.4       
磯部村 100.0   8.0      3.1      13.5    46.6  17.8  8.6    2.5    92.0    0.6     -          

南相馬市 100.0   23.9  6.3      15.5    39.8  8.8    3.6    2.1    76.2    1.5     0.9       
資料：2010年農業センサス．

注 1)　沿岸部市町村は本文注(2)参照．
　  2)　農家以外の農業事業体は，販売目的，牧草地経営体，その他の合計．
　  3)　割合は総農家数に対するもの．太字は20％を越える階層．
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２） 階層別の農地シェア 

 次に経営耕地面積の主体別シェアを示したものが第 4-2 表である。福島県沿岸部での

10ha 以上層の面積シェアは 11％であるが，相馬市は 16％であり，さらに 5～10ha 層の

18％を合わせると 5ha 以上層が 34％を集積している。南相馬市も同様で，かつ農家以外の

農業事業体が一定面積の農地を集積している。地域別には，飯豊地域，磯部地域ともに 5～
10ha 層が 2 割程度の農地を集積し，さらに 10ha 以上層が飯豊地域で 25％，磯部地域で

14％を集積しており，両階層を合わせると飯豊地域で 45％，磯部地域で 37％と高い。相馬

市は大規模層への農地集積が福島沿岸部平均より高いが，調査対象の両地域はともに大規

模農家への農地集積が一層進展している。 

第 4-2表 経営耕地の主体別シェア（2010年） 

(単位：ha，％）

1ha未満 1～5ha 5～10ha
福島県 4,695    19,103  71,600  25,089   5,882      126,368 9,747   22,564 

沿岸部 924      3,557    12,972  5,313     1,525      24,291  2,680   3,956   
相馬市 56        206       1,815    1,066     40           3,143    407      554      

飯豊村 8          20         304       266       1            598       44        32        
磯部村 2          18         249       157       -             427       57        33        

南相馬市 164      545       4,096    2,248     610         7,053    782      700      
福島県 3.7       15.1      56.7   19.9      4.7          100.0    7.7       17.9     

沿岸部 3.8       14.6      53.4   21.9      6.3          100.0    11.0     16.3     
相馬市 1.8       6.6        57.7   33.9      1.3          100.0    12.9     17.6     

飯豊村 1.3       3.3        50.9   44.5      0.1          100.0    7.4       5.4       
磯部村 0.5       4.2        58.4   36.8    -             100.0    13.4     7.8       

南相馬市 2.3       7.7        58.1   31.9      8.6          100.0    11.1     9.9       
資料：2010年農業センサス．

注 1)　不作地は農業経営体、耕作放棄は総農家と土地持ち非農家の合計．

　 2)　太字は20％以上の階層．
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第 4-3表 調査地における津波被災集落の農業構造 

4,288 28.3 22.5 126
津波被災地 164 (100.0) 44.7 29.6 151

相馬市 29 (17.7) 57.5 26.5 217
南相馬市 52 (31.7) 58.6 28.7 205

資料：農林水産省大臣官房統計部「東日本大震災に伴う被災6県における津波被災市町村

　　　及び津波被災農業集落の主要データ」（http://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/
　　　2010/saigai.html）．

注．経営耕地面積は農業経営体のものである．
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３） 集落構造 

津波被災集落(3) の農業構造を示したものが第 4-3 表である。福島県平均での 1 集落当た

り経営耕地面積は 29ha，1 集落当たり農家数は 23戸，農家 1戸当たり経営耕地面積は 1.3ha
である。津波被災集落について見ると，1 集落当たり経営耕地面積が 45ha，1 集落当たり

農家戸数が 30 戸，農家 1 戸当たりの経営耕地面積が 1.5ha で，いずれも県平均よりも大き

い。相馬市は，1 集落当たり農家戸数は 27 戸で津波被災集落平均よりやや少ないが，1 集

落当たり経営耕地面積が 58ha，農家 1 戸当たりの経営耕地面積が 2.2ha で，ともに津波被

災集落平均よりさらに大きい。 
 

（２） 農業被害の状況 

  
１） 農地の被災状況 

地震・津波による農地の被害状況を示したものが第 4-4 表である。相馬市の被災農地面積

は約 1,300ha あり，これは市内の耕地面積の 33％に当たり（県市内被災率），その被災農

地面積のほぼすべてが津波被災地である（津波被災率 99％）。津波によって広大な農地が

被災したことが示されている。南相馬市でも同様の津波被災状況である。両市とも沿岸部に

広大な農地を有しており，平坦地であるがゆえに津波が内陸部の奥に至ったために津波被

災面積が大きくなっている。また福島県の津波被災農地に対する割合は，相馬市が 23％，

南相馬市が 26％であり，県全体の津波被災農地の半分を両市で占めている。 

 
２） 農業経営体と農業集落の被災状況 

農業経営体と農業集落の被災状況を示したものが第 4-5 表である。相馬市では 2010 年

の農業経営体約 1,300 のうち 490 経営体が被災している（県市内被災率 34％）。そして

第 4-4表 調査地における農地の被災状況 

（単位：ha，％）

c/a c/b
福島県 149,900 3.6
沿岸部 29,461 (100.0) 18.5
相馬市 3,910 (13.3) 1,278 (21.6) 1,269 (23.2) 32.5 99.3
南相馬市 8,400 (28.5) 2,642 (44.6) 1,410 (25.8) 16.8 53.4

資料：被災農地面積は農林水産省大臣官房統計部・農村振興局「東日本大震災に伴う被災農地の復旧

　　　完了面積（平成24年3月11日現在）」(2012年4月)，耕地面積は「耕地及び作付面積統計」．

注．　津波被災農地面積の原資料は「農業・農村の復興マスタープラン(平成23年11月21日改訂)」
　　の津波被災農地面積（復旧を必要とする農地）．

被災農地面積 うち津波被災

b c

5,927 5,462(100.0) (100.0) 92.2

耕地面積
(2010年)

津波
被災率

県市内
被災率

a
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被災した農業経営体のほとんどが津波に被災し（津波被災率 88％），津波被害はないが地

震等による被害があった経営体（被災農業経営体－津波被災農業経営体）は 12％である。

なお，南相馬市では，農業経営体の 33％が津波被災しているが，被災数に対する津波被災

率が 54％とやや低い。これは，原発事故により避難指示指定されている区域(4)の農業経営

を被災農業経営体としてカウントし，その数が多いためである。 
相馬市の被災集落は 45 集落であり，市内の農業集落の 36％が被災している。そしてそ

れら集落のうち 28 集落が津波によって被災した集落である（津波被災率 62％）。集落の

津波被災率が農業経営体のそれより低くなっている。津波による被災経営体は浸水した特

定の集落に集中しているのに対して，津波以外の地震等による被災経営体は多くの集落に

分散しているためとみられる。南相馬市では被災集落に対する津波被災集落の割合がさら

に低く，原発事故による被災集落が多いためである。 
 
（３） 農地の復旧と農業経営の営農再開 

  
  １） 農地の復旧 

津波被災した農地の復旧面積面積（累積）を示したものが第 4-6 表である。相馬市では，

2011，2012 年度の復旧面積の割合は小さいが，2013 年度には 64％，2014 年度には 84％

第 4-5表 調査地における農業経営体と集落の被災状況 

（単位：経営体，集落，％）

c/a c/b
福島県 71,654 17,200 4.0 16.5
沿岸部 13,345 (100.0) 6,940 (100.0) 21.3 40.9
相馬市 1,285 (9.6) 490 (2.8) 430 (15.1) 33.5 87.8
南相馬市 3,086 (23.1) 1,890 (11.0) 1,020 (35.9) 33.1 54.0

f/d f/e
福島県 4,288 1,186 4.1 14.8
沿岸部 671 (100.0) 419 (100.0) 26.1 41.8
相馬市 77 (11.5) 45 (10.7) 28 (16.0) 36.4 62.2
南相馬市 149 (22.2) 121 (28.9) 49 (28.0) 32.9 40.5

注 1)　農業集落の関係者，市町村，農業協同組合等の関係機関の中から被災地域の実情に応じて効率的な

　　 状況確認が可能な者・機関を対象として，地方農政局地域センター職員が聞き取りにより被害や復旧

　　 の程度（割合）を情報収集し，その割合を2010年世界農林業センサス結果に乗じて集計を行ったもの

　　 である．

　 2)　「被災」とは，東日本大震災に伴い農業経営体の経営者，雇用者．農家世帯員等の農業従事者や生

　　 産基盤・設備等が受けた影響により通常の農業経営を行うことができない被害を受けたことをいう．

　 3)　2010年の農業経営体と農業集落数は2010年農業センサスによるが，農業集落数については公表値

　　 よりも大きい．

県市内
被災率うち津波被災

農業集落数
(2010年)

e f

資料：被災農業経営体数と被災農業集落数は農林水産省大臣官房統計部「東日本大震災による農業経営体

　　　の被災・経営再開状況（平成25年3月11日現在）」（2013年4月）．

175 (100.0)

b c

被災
農業経営体

県市内
被災率うち津波被災

2,840 (100.0)

津波
被災率

被災
農業集落数

津波
被災率

d

農業経営体
(2010年)

a
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３） 集落構造 

津波被災集落(3) の農業構造を示したものが第 4-3 表である。福島県平均での 1 集落当た

り経営耕地面積は 29ha，1 集落当たり農家数は 23戸，農家 1戸当たり経営耕地面積は 1.3ha
である。津波被災集落について見ると，1 集落当たり経営耕地面積が 45ha，1 集落当たり

農家戸数が 30 戸，農家 1 戸当たりの経営耕地面積が 1.5ha で，いずれも県平均よりも大き

い。相馬市は，1 集落当たり農家戸数は 27 戸で津波被災集落平均よりやや少ないが，1 集

落当たり経営耕地面積が 58ha，農家 1 戸当たりの経営耕地面積が 2.2ha で，ともに津波被

災集落平均よりさらに大きい。 
 

（２） 農業被害の状況 

  
１） 農地の被災状況 

地震・津波による農地の被害状況を示したものが第 4-4 表である。相馬市の被災農地面積

は約 1,300ha あり，これは市内の耕地面積の 33％に当たり（県市内被災率），その被災農

地面積のほぼすべてが津波被災地である（津波被災率 99％）。津波によって広大な農地が

被災したことが示されている。南相馬市でも同様の津波被災状況である。両市とも沿岸部に

広大な農地を有しており，平坦地であるがゆえに津波が内陸部の奥に至ったために津波被

災面積が大きくなっている。また福島県の津波被災農地に対する割合は，相馬市が 23％，

南相馬市が 26％であり，県全体の津波被災農地の半分を両市で占めている。 

 
２） 農業経営体と農業集落の被災状況 

農業経営体と農業集落の被災状況を示したものが第 4-5 表である。相馬市では 2010 年

の農業経営体約 1,300 のうち 490 経営体が被災している（県市内被災率 34％）。そして

第 4-4表 調査地における農地の被災状況 

（単位：ha，％）

c/a c/b
福島県 149,900 3.6
沿岸部 29,461 (100.0) 18.5
相馬市 3,910 (13.3) 1,278 (21.6) 1,269 (23.2) 32.5 99.3
南相馬市 8,400 (28.5) 2,642 (44.6) 1,410 (25.8) 16.8 53.4

資料：被災農地面積は農林水産省大臣官房統計部・農村振興局「東日本大震災に伴う被災農地の復旧

　　　完了面積（平成24年3月11日現在）」(2012年4月)，耕地面積は「耕地及び作付面積統計」．

注．　津波被災農地面積の原資料は「農業・農村の復興マスタープラン(平成23年11月21日改訂)」
　　の津波被災農地面積（復旧を必要とする農地）．

被災農地面積 うち津波被災

b c

5,927 5,462(100.0) (100.0) 92.2

耕地面積
(2010年)

津波
被災率

県市内
被災率

a
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にまでなり，その後，復旧テンポが鈍化する。沿岸部に干拓地が広がる相馬市では，津波

による排水機場の被災によって水田の用排水ができなくなり，農地復旧の立ち上がりが遅

い。しかし内陸部の津波被災農地は，ヘドロ等が薄くあるいは部分的に堆積する農地やヘ

ドロがなく除塩のみで復旧が可能となる農地が多くあったために，その後の復旧が早かっ

たが，被害が深刻な農地は復旧に期間を要している。また，県営ほ場整備で 268ha の整備

を復旧と同時に行っていることも復旧面積の小ささに影響している。なお，南相馬市では

2015 年度で 39％の復旧率であり，この遅れは原発事故による避難指示区域に指定されて

いる地域での復旧の遅れによるものである。 
 
２） 農業経営の営農再開 

 
被災経営体の営農再開状況を示したものが第 4-7 表である。相馬市における津波被災の

農業経営体の営農再開率は，2014 年 2 月時点で 37％である。この営農再開率は，先に示

した 2013 年度の農地復旧率 64％に比べて 27 ポイント低く，ほ場整備事業を考慮しても

かなり低い値となっている。このことは，農地が復旧したにもかかわらず農業経営を再開

していない農業経営体があることを示している。そしてそれは，農業経営の再開を断念し

て，離農を予定している（かつての）農業経営体が多く存在することを意味していると考

えられる。 
なお，南相馬市の営農再開率は 2014 年 2 月時点でわずか 10％である。これは原発事故

による避難指示区域の指定，さらには南相馬市では全市域での米の出荷制限が行われたこ

と等によって，農業経営を再開できない農業者が圧倒的に多いことを示している。福島県

全体の営農再開率も原発事故の影響により 2014 年 2 月時点でわずか 24％でしかない。 
次に，営農再開できない理由を示したものが第 4-8 表である。相馬市では，「耕地や施設

が使用（耕作）できない」が 8～9 割を占め，高い割合となっている。この回答は，農地が

物理的に復旧していないこと，または倉庫・納屋等の施設が使用できないことが，営農再開

第 4-6表 調査地における被災農地の復旧面積（累積） 

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017年
度以降

転用等
被災農地

面積

60 460 1,350 1,630 1,820 2,400 2,760 2,702 5,462
(2.2) (16.7) (48.9) (59.1) (65.9) (87.0) (100.0) [49.5] [100.0]

… 156 697 913 931 1,008 1,082 187 1,269
(…) (14.4) (64.4) (84.4) (86.0) (93.2) (100.0) [14.7] [100.0]
… 83 239 279 469 196 1,410

(…) (6.8) (19.7) (23.0) (38.6) [13.9] [100.0]

相馬市

福島県

資料：県は農林水産省「農業・農村の復興マスタープラン」平成26年6月20日改訂版及び平成27年7月
　　　3日改訂版，各市は復興庁「公共インフラに係る復興施策（平成27年7月31日）地域版」（http:
　　　//www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-3/20150729100121.html）．

注．被災農地面積は第4-4表の再掲．転用面積はそれから2017年度後以降再開面積を差し引いた値．

（単位:ha，％）

1,214
(100.0)南相馬市
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できない理由になっていることを示している。しかし，上述のように，農地が復旧したにも

かかわらず営農再開を断念して，離農を予定している農業経営体がここに多く含まれてい

ると考えられる。また「農機具が確保できない」が 15％前後あり，これは津波で農機具が

流出したが，その再取得資金がないために営農再開できないでいると考えられる。 
農業経営体の機械・施設の取得に対して，国の生産対策交付金や復興交付金（被災地域農

第 4-7表 調査地における津波被災経営体の営農再開状況 

2011.7.11現在 2012.3.11現在 2013.3.11現在 2014.2.1現在

2,840 … 490 570 670
430 … 100 130 160

1,020 70 90 100
100.0 … 17.3 20.1 23.6
100.0 … 23.3 30.2 37.2
100.0 … 6.9 8.8 9.8

再

開

率

推
計
数

福島県

被災
経営体

（単位：経営体，％）

相馬市

相馬市

注1)　営農を再開している経営体とは，農業被害のあった農業経営体のうち，東日本大震災以降，調

　　査日時点までに営農を行っている，または行っていた農業経営体であり，農業生産過程の対象作

　　業又はその準備を一部でも再開した農業経営体で，被害のあった農業生産基盤，設備が未復旧で

　　ある農業経営体を含む．なお，東日本大震災以降，調査日時点までに一度も営農を再開せず廃業

　　した農業経営体や営農等を集落営農組織等に委託した農業経営体等も「営農を再開していない農

　　業経営体（不明を含む）」に含まれる．

　2)　津波被災経営体は第3-5表の再掲．

南相馬市

経営再開

資料：農林水産省大臣官房統計部「東日本大震災による農業経営体の被災・経営再開状況」（2011
　　　年9月，2012年4月，2013年4月）,「被災3県における農業経営体の被災・経営再開状況」（

　　　2014年3月）.

福島県

南相馬市

第 4-8表 調査地における営農再開できない理由 

営農再開
していな
い経営数
（推計）

生活拠点が
定まらない
（原発事故
の影響によ
る場合を除
く）

耕地や施設
が使用（耕
作）できな
い（原発事
故の影響に
よる場合を
除く）

農機具が
確保でき
ない

営農資金
に不安が
ある

農業労
働力が
足りな
い

原発事
故の影
響

その他
（病気
やケガ
等）

2012.3.11 7,580 2.3 6.7 2.6 2.8 0.8 96.1 0.4
2013.3.11 7,100 2.9 7.5 3.6 2.4 1.1 96.2 -
2014.2.1 6,700 2.9 6.1 3.2 2.4 1.1 96.6 0.3

2012.3.11 330 7.2 91.1 13.9 2.5 28.0 33.1 10.7
2013.3.11 300 13.5 93.4 17.7 10.7 13.0 10.1 -
2014.2.1 270 9.4 82.5 14.2 8.9 18.2 3.7 -

2012.3.11 960 6.3 9.9 6.2 3.2 7.1 100.0 -
2013.3.11 920 7.7 12.3 9.1 2.5 7.4 100.0 -
2014.2.1 910 7.9 13.5 9.4 2.8 7.3 100.0 -

注 1)　基準年月日はそれぞれ2012年3月11日，2013年3月11日，2014年2月1日である．

 　3)　太字は80％以上のもの．

　 2)　数値は，農業経営体の被災状況や経営再開状況の程度（割合）を関係者から聞き取り，2010年世界農林業センサス

　　結果に乗じて集計したものである．

（単位：％）

福島県

資料:農林水産省大臣官房統計部「東日本大震災による農業経営体の被災・経営再開状況」（2011年9月，2012年4月，

　　2013年4月）,「被災3県における農業経営体の被災・経営再開状況」（2014年3月）.

南相馬市

相馬市
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にまでなり，その後，復旧テンポが鈍化する。沿岸部に干拓地が広がる相馬市では，津波

による排水機場の被災によって水田の用排水ができなくなり，農地復旧の立ち上がりが遅

い。しかし内陸部の津波被災農地は，ヘドロ等が薄くあるいは部分的に堆積する農地やヘ

ドロがなく除塩のみで復旧が可能となる農地が多くあったために，その後の復旧が早かっ

たが，被害が深刻な農地は復旧に期間を要している。また，県営ほ場整備で 268ha の整備

を復旧と同時に行っていることも復旧面積の小ささに影響している。なお，南相馬市では

2015 年度で 39％の復旧率であり，この遅れは原発事故による避難指示区域に指定されて

いる地域での復旧の遅れによるものである。 
 
２） 農業経営の営農再開 

 
被災経営体の営農再開状況を示したものが第 4-7 表である。相馬市における津波被災の

農業経営体の営農再開率は，2014 年 2 月時点で 37％である。この営農再開率は，先に示

した 2013 年度の農地復旧率 64％に比べて 27 ポイント低く，ほ場整備事業を考慮しても

かなり低い値となっている。このことは，農地が復旧したにもかかわらず農業経営を再開

していない農業経営体があることを示している。そしてそれは，農業経営の再開を断念し

て，離農を予定している（かつての）農業経営体が多く存在することを意味していると考

えられる。 
なお，南相馬市の営農再開率は 2014 年 2 月時点でわずか 10％である。これは原発事故

による避難指示区域の指定，さらには南相馬市では全市域での米の出荷制限が行われたこ

と等によって，農業経営を再開できない農業者が圧倒的に多いことを示している。福島県

全体の営農再開率も原発事故の影響により 2014 年 2 月時点でわずか 24％でしかない。 
次に，営農再開できない理由を示したものが第 4-8 表である。相馬市では，「耕地や施設

が使用（耕作）できない」が 8～9 割を占め，高い割合となっている。この回答は，農地が

物理的に復旧していないこと，または倉庫・納屋等の施設が使用できないことが，営農再開

第 4-6表 調査地における被災農地の復旧面積（累積） 

2011
年度

2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017年
度以降

転用等
被災農地

面積

60 460 1,350 1,630 1,820 2,400 2,760 2,702 5,462
(2.2) (16.7) (48.9) (59.1) (65.9) (87.0) (100.0) [49.5] [100.0]

… 156 697 913 931 1,008 1,082 187 1,269
(…) (14.4) (64.4) (84.4) (86.0) (93.2) (100.0) [14.7] [100.0]
… 83 239 279 469 196 1,410

(…) (6.8) (19.7) (23.0) (38.6) [13.9] [100.0]

相馬市

福島県

資料：県は農林水産省「農業・農村の復興マスタープラン」平成26年6月20日改訂版及び平成27年7月
　　　3日改訂版，各市は復興庁「公共インフラに係る復興施策（平成27年7月31日）地域版」（http:
　　　//www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-3/20150729100121.html）．

注．被災農地面積は第4-4表の再掲．転用面積はそれから2017年度後以降再開面積を差し引いた値．

（単位:ha，％）

1,214
(100.0)南相馬市
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業復興総合支援事業）等の公的助成制度がある。しかしその助成の対象にならない場合には

個人での機械・施設の取得に営農資金の借入が必要となる。助成の対象であっても，地元負

担がある場合には新たな借入が必要となる。しかし新たな資金の借入は困難であるために

農機具を確保できないことから，営農を断念している農業経営体が 1 割前後いるものと考

えられる。 
「農業労働力が足りない」（13～28％）は，津波で経営主等が死亡したということもある

と考えられるが，高齢化したために営農継続を断念しているものとみられる。 
他方，南相馬市では先述のようにほとんどの農業経営体が営農再開できていないが，その

理由は「原発事故の影響」が 100％である。放射性物質による農地等の汚染問題や避難地域

指定による地元からの移転，出荷制限によって営農再開できない状況になっている。 
 

 （４） 住まいの復興 

 
 住まいの復興について，災害公営住宅の整備状況を示したものが第 4-9 表である。2015
年 1 月時点での相馬市における工事完了割合は 85％でかなり高く，2016 年 1 月末には

第 4-9表 調査地における災害公営住宅の整備状況 

（単位：戸，％）

工事
完了
戸数

工事
完了
戸数

a b c b/a c/a d e f e/d f/d
福島県 7,592 3,202 1,451 42.2 19.1 2,807 2,644 2,212 94.2 78.8
相馬市 345 345 294 100.0 85.2 345 345 345 100.0 100.0
南相馬市 350 350 58 100.0 16.6 350 350 178 100.0 50.9

工事
着手
戸数

資料：福島県HP「復興公営住宅の進捗状況」（https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/41065d/）．

2015年1月31日現在 2016年1月31日現在

着工率 完了率 着工率 完了率
計画
戸数

工事
着手
戸数

計画
戸数

第 4-10表 調査地における応急仮設住宅の入居率 

（単位：戸，％）

a b a-b c c/a
宮城県 22,095 404 21,691 11,125 50.4 9,090 318 9,408

東松島市 1,753 76 1,677 666 38.0 395 … …
仙台市 1,523 18 1,505 413 27.1 3,567 … …
岩沼市 384 0 384 24 6.3 132 … …

注1)　2016年1月31日現在．

　2)　公営住宅等は公営住宅，公務員宿舎，UR賃貸住宅等である．
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資料：宮城県HP「応急仮設住宅の入居状況」（http://www.pref.miyagi.jp/site/ej-earthquake/
　　　nyukyo-jokyo.html）．
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100％になっている。これに対して南相馬市では 2015 年 1 月時点の工事完了割合はわずか

17％であるが，2016 年 1 月末に 50％になっている。 

 

 
３． 大規模土地利用型法人の設立と展開 

 
（１） 相馬市の被災と復興の概要 

 
  １） 地域概要 

 相馬市は福島県の東北

端にあって宮城県に接し，

西に阿武隈山地が連なり，

東は太平洋に臨む市であ

る。常磐線および一般国道

６号が南北に走り，西に

57km で福島市 ， 北に

53km で仙台に達する位置

にある（第 4-1 図）。 
1954 年に中村町，大野

村，飯豊村，山上村，玉野

村，八幡村，日立木村，磯

部村の 1町 7村が合併して

相馬市となり，その後，町

村合併がなく現在に至る。

2010年 3月 31日の人口は

38,076 人，13,579 世帯（住

民基本台帳，2016 年 1 月 31 日現在は 35,965 人，14,266 世帯）である。市の北部沿岸にあ

る汽水湖の松川浦に面して干拓地が広がっている。松川浦は，砂州の松並木とともに風光明

媚な観光地であり，またのり養殖が盛んで，農業と兼業する漁家（兼業農家）が多い。 
 
  ２） 農業被災の概要 

 東日本大震災によって，相馬市の沿岸部は市街地を含む 2,000ha 超の面積が津波による

第 4-1図 相馬市の位置 

資料：農林水産省 HP「わがマチ・わがムラ」の福島県地図に加筆. 

 他方，2016年1月時点での応急仮設住宅の入居率を示したものが第4-10表である。相馬市

では1,000戸提供された応急仮設住宅の入居数は136戸になり，入居率は14％にまで低下し

ている。またみなし仮設への居住者も81戸である。相馬市では住宅問題はかなりの程度に

解決されつつある。他方，原発事故の影響もあって南相馬市では約3,000戸の応急仮設住宅

に，いまだ約2,200戸（73％）が居住し，みなし仮設住宅にも約2,500戸が居住している。 
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業復興総合支援事業）等の公的助成制度がある。しかしその助成の対象にならない場合には

個人での機械・施設の取得に営農資金の借入が必要となる。助成の対象であっても，地元負

担がある場合には新たな借入が必要となる。しかし新たな資金の借入は困難であるために

農機具を確保できないことから，営農を断念している農業経営体が 1 割前後いるものと考

えられる。 
「農業労働力が足りない」（13～28％）は，津波で経営主等が死亡したということもある

と考えられるが，高齢化したために営農継続を断念しているものとみられる。 
他方，南相馬市では先述のようにほとんどの農業経営体が営農再開できていないが，その

理由は「原発事故の影響」が 100％である。放射性物質による農地等の汚染問題や避難地域

指定による地元からの移転，出荷制限によって営農再開できない状況になっている。 
 

 （４） 住まいの復興 

 
 住まいの復興について，災害公営住宅の整備状況を示したものが第 4-9 表である。2015
年 1 月時点での相馬市における工事完了割合は 85％でかなり高く，2016 年 1 月末には

第 4-9表 調査地における災害公営住宅の整備状況 

（単位：戸，％）

工事
完了
戸数

工事
完了
戸数

a b c b/a c/a d e f e/d f/d
福島県 7,592 3,202 1,451 42.2 19.1 2,807 2,644 2,212 94.2 78.8
相馬市 345 345 294 100.0 85.2 345 345 345 100.0 100.0
南相馬市 350 350 58 100.0 16.6 350 350 178 100.0 50.9

工事
着手
戸数

資料：福島県HP「復興公営住宅の進捗状況」（https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/41065d/）．

2015年1月31日現在 2016年1月31日現在

着工率 完了率 着工率 完了率
計画
戸数

工事
着手
戸数

計画
戸数

第 4-10表 調査地における応急仮設住宅の入居率 

（単位：戸，％）

a b a-b c c/a
宮城県 22,095 404 21,691 11,125 50.4 9,090 318 9,408

東松島市 1,753 76 1,677 666 38.0 395 … …
仙台市 1,523 18 1,505 413 27.1 3,567 … …
岩沼市 384 0 384 24 6.3 132 … …

注1)　2016年1月31日現在．

　2)　公営住宅等は公営住宅，公務員宿舎，UR賃貸住宅等である．

供給
戸数

解体・
用途
廃止

現在
供与
戸数

入居
戸数

みなし仮設住宅

計

資料：宮城県HP「応急仮設住宅の入居状況」（http://www.pref.miyagi.jp/site/ej-earthquake/
　　　nyukyo-jokyo.html）．
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被害を受ける（第 4-2 図）。被災によって死者 458 名，震災関連死 11 名，家屋被害は全壊

1,097 棟を含む 5,823 棟に及ぶ甚大な被害を受け，震災後 3 カ月間は約 4,400 名の市民が避

難所生活を余儀なくされた。 
相馬市の資料によると，全農地 3,144ha のうち約 1,100ha が津波被害を受ける。地震に

より沿岸部の農地は 1ｍ沈下し，津波により機械・施設，ビニールハウス等の施設が流出し，

農地は流れ込んできた家屋や松並木の瓦礫等が散乱した。津波被災農地では，震災直後から

人命救助のため，自衛隊が 20t のパワーショベルを使用して防潮林の松の木，家屋等の大型

の瓦礫撤去作業をおこなったため，ステンレス釘，瓦，ガラス，金属，木材等の瓦礫が深さ

10～60cm に埋没する。 
津波被災して災害復旧事業が実施される農地面積を市の災害復旧事業関係資料から集計

したものが第 4-11 表である。調査対象地である飯豊，磯部の両地域では，地域内の農地の

6 割で津波被災による復旧事業が行われている。 
相馬市における被災と農業復興過程の特徴に，「東京農大方式」と呼ばれる独自の除塩対

策がある。津波被災農地の上には津波によって堆積した土砂（ヘドロ）があり，除塩のため

には，まずその津波土砂を除去・処分することが基本であるが，しかしそれには多大な労力

を要する。他方，津波土砂には多量のマグネシウム，カリウムが含まれていることから，津

第 4-2図 相馬市の浸水範囲 

資料：国土地理院「10 万分 1 浸水範囲概況図」

(http://www.gsi.go.jp/kikaku/kikaku60003.
html)に加筆. 

大野 
中村 

磯部 
日立木 

松
川
浦 飯豊 

第 4-11表 相馬市の地域別農地被災状況 

 （単位：ha，％）

地域
属地
面積

災害復旧
面積

被災率

大野 735 41 5.5
中村 341 146 42.9

日立木 501 193 38.5
飯豊 735 434 59.1
磯部 474 285 60.1
計 2,786 1,099 39.5

資料：属地面積は2010年農業センサス地域調

　　　査，災害復旧面積は相馬市資料を集計．
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波土砂を除去せずに除塩対策をした上でそれを利用するというのが東京農業大学方式であ

る。津波土砂中にガラスや瓦の破片等の異物が大量に混じっている場合は土砂を除去する

が，そうでない場合には，津波土砂を下層の水田土壌と混和し，雨水で除塩した後に，石灰

資材として転炉スラグを施用するというものである(5)。 
 
  ３） 復興計画と法人設立の経緯 

 
   ⅰ） 相馬市復興計画 

 相馬市は大震災の発災直後から独自の対応を素早く行った(6)。復興に向けた取組では震災

後に被災地区の区長会理事や各種団体代表による委員 26 名の相馬市復興会議（市長が委員

長）を設置し，2011 年 6 月 1 日に第 1 回会議を開催する。同会議は 8 月 29 日に 2015 年

度までの 5 年間を計画期間とする「相馬市復興計画 Ver.1.1」を決定する(7)。その「基本計

画」はソフト事業とハード事業に分類されている。農業関連について，ソフト事業では「経

済対策」の「農業支援」に，「被災水田農業主の法人化」として農業法人の設立支援，地区

説明会で農業継続の方策についての意見集約，「法人による復旧事業受注」として田畑の復

旧・塩害対策に農業法人の受託推進，雇用の安定化等が掲げられている。またハード事業で

は「農業基盤整備」の復興方針に「農業法人の設立の促進と支援」が掲げられ，復旧に新設

法人を積極的に活用し，雇用の安定を図るとある。このように，相馬市では震災後の早い時

点で法人設立とその支援が農業復興の 1 つの柱になる。 
この復興計画決定後に，生産対策交付金や復興交付金が創設され，さらに相馬市では後述

する民間財団による農業支援が実施される。それらを受けて，2012 年 3 月に決定された「相

馬市復興計画 Ver.1.2」では，農業関連についてさらに具体的な支援策が示されている。ソ

フト事業に「農業従事者への機械・設備の支援」として，稲作や果樹・野菜等の被災農業従

事者に対して「耕作機械・設備の貸与等の支援をします」と明示される。さらにハード事業

の農業基盤整備に，「農業用機械を導入し，被災した農業者等で構成する農業法人へ貸与す

ることで，地域の意欲ある経営体の育成・確保及び経営再開を総合的に支援します」と明記

される。具体的な施策として，復興交付金事業によるイチゴ生産に必要な施設の整備，「農

地復興に必要な農業用機械の整備」（トラクタ，ロータリー，プラウ，ストーンクラッシャ

ー等），そしてヤマト福祉財団の事業による「新たな農業経営（大豆等の生産・加工・販売）

に取り組む農業法人が使用する農業機器類」の整備が示されている。 
農地復旧については，津波被災農地約 1,100ha のうち，132ha にメガソーラーを設置し，

それ以外の農地のうち 799ha で農地復旧，169ha で県営ほ場整備を実施する計画である。 
 
   ⅱ）民間支援と公的助成による法人設立 

 相馬市の農業復興の特徴の 1 つは，ヤマト福祉財団の東日本大震災生活・産業基盤復興

再生募金（以下「ヤマト財団事業」）という民間支援の導入をテコに法人を設立したことで

ある。そこで，その支援に至った経緯をヒアリング調査から整理する。 
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被害を受ける（第 4-2 図）。被災によって死者 458 名，震災関連死 11 名，家屋被害は全壊

1,097 棟を含む 5,823 棟に及ぶ甚大な被害を受け，震災後 3 カ月間は約 4,400 名の市民が避

難所生活を余儀なくされた。 
相馬市の資料によると，全農地 3,144ha のうち約 1,100ha が津波被害を受ける。地震に

より沿岸部の農地は 1ｍ沈下し，津波により機械・施設，ビニールハウス等の施設が流出し，

農地は流れ込んできた家屋や松並木の瓦礫等が散乱した。津波被災農地では，震災直後から

人命救助のため，自衛隊が 20t のパワーショベルを使用して防潮林の松の木，家屋等の大型

の瓦礫撤去作業をおこなったため，ステンレス釘，瓦，ガラス，金属，木材等の瓦礫が深さ

10～60cm に埋没する。 
津波被災して災害復旧事業が実施される農地面積を市の災害復旧事業関係資料から集計

したものが第 4-11 表である。調査対象地である飯豊，磯部の両地域では，地域内の農地の

6 割で津波被災による復旧事業が行われている。 
相馬市における被災と農業復興過程の特徴に，「東京農大方式」と呼ばれる独自の除塩対

策がある。津波被災農地の上には津波によって堆積した土砂（ヘドロ）があり，除塩のため

には，まずその津波土砂を除去・処分することが基本であるが，しかしそれには多大な労力

を要する。他方，津波土砂には多量のマグネシウム，カリウムが含まれていることから，津

第 4-2図 相馬市の浸水範囲 

資料：国土地理院「10 万分 1 浸水範囲概況図」

(http://www.gsi.go.jp/kikaku/kikaku60003.
html)に加筆. 
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第 4-11表 相馬市の地域別農地被災状況 

 （単位：ha，％）

地域
属地
面積

災害復旧
面積

被災率

大野 735 41 5.5
中村 341 146 42.9

日立木 501 193 38.5
飯豊 735 434 59.1
磯部 474 285 60.1
計 2,786 1,099 39.5

資料：属地面積は2010年農業センサス地域調

　　　査，災害復旧面積は相馬市資料を集計．
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震災直後には多くの住民が避難所での避難生活を余儀なくされるが，そうした緊急避難

時における被災農家にとっては，農地の復旧以前に家屋等の住まいの修繕や生活上最低限

の食料・衣料品等の確保が必要であった。その後，仮設住宅への移住が進み，避難所が閉設

されるようになった 7 月頃から，塩害等による農地の被害状況や今後の農業の取組などに

ついての支援の要望が被災農家から出されるようになる。激甚災害が引き起こされた場合，

住民が生活の落ち着きを取り戻し，自らの手で農地を復旧させ，営農再開を目指す動きがで

きるようになるまでには 4～5 ヶ月を要した。 
 被災地域からの農業分野の要望は，沿岸部では松並木の流木等の除去や除塩による農地

復旧，内陸部では貯水池等の修繕が出されていた。また内陸中山間地の玉野地域では放射性

物質の汚染への対応が行われた(8)。 
 他方，震災後 3 ヶ月程度で被災農家経営再開支援事業の通知があった。そこで 2011 年 8
月下旬から 9 月上旬に，沿岸部の被災農家に「被災農家経営再開支援事業採択に向けての

取組について」の説明会を行った。当初，市農林水産課では水利組合ごとに地域農業復興組

合（以下，「復興組合」）を設立することを計画していたが，広域での組織化は連絡が重層し

て煩雑になるという農家の要望から，19 の復興組合を設立した（後掲第 4-12 表）。こうし

た復興組合の作業内容は瓦礫の除去等の農地復旧が主であったことから取組への農家の参

加意欲は積極的であった。 
 飯豊地域の被災集落のうち，柏崎以外の岩子，南飯渕，程田，新田の各集落の農地は，復

旧が比較的早いと予想された。そのため法人化に向けた取組を支援する案が同課内にあっ

た。しかし当時，復興計画に法人化の方向が目指されていたがそれは抽象的で，具体的な支

援方策がなかったために，法人化は「案」のみであった。 
 その後，ヤマト財団事業によって海上コンテナ物流用の代替クレーン等が整備される(9)。

そのことを知った同課では，その助成事業が農業復興にも活用できないかと考える。そして

被災農家経営再開支援事業の第 1 回概算払いを終えた 2011 年 12 月頃から，ヤマト財団事

業への応募を具体的に検討する。 
この時期，農業機械取得への助成に関して 2 つのことが検討されている。 
1 つは復興組合が農地復旧作業に用いるトラクタ等の機械についてである。農業者が復興

組合を組織して，ガレキ撤去等の復旧作業を行ったが，農地復旧は公益性が高いことから復

興組合が用いる機械の取得には 100％補助の復興交付金を充てることとする。2012 年春に

復興交付金で市が機械を取得し，復興組合単位に設立した機械利用組合に 100ps 級の大型

トラクタやロータリー等をリースした（第 4-12 表にリースした機械の一部を示す）。後の

「相馬市復興計画 Ver.1.2」に「農地復興に必要な農業用機械の整備」と記されたことであ

る。ただし次に述べるヤマト財団事業を利用する地区ではこの事業の対象としていない。 
もう 1 つは新たに設立する農業法人の農業機械である。飯豊地区での新設法人は，6 次産

業化を目標に戸別所得補償制度の利活用と安定した生産の見込みのある大豆を生産するこ

とを想定した。市は営農に係る機械施設の取得には農業者負担のある生産対策交付金を用

いることとしていた。ところが大豆作は，津波被災前には後述するように岩子集落の任意組
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織が作付けていたものの，それ以外の集落では全く新規の導入になることから，生産対策交

付金を充てることができない。そこでヤマト財団事業を活用することが適当と判断された

のである。後の「相馬市復興計画 Ver.1.2」に「新たな農業経営（大豆等の生産・加工・販

売）に取り組む農業法人が使用する農業機器類」の整備と記されたことである。 
2012 年 1 月 19 日にヤマト財団事業へ「農地復旧復興（純国産大豆）プロジェクト」3 億

円の申請書を提出した。この時点では，農地復旧の進捗状況から法人の営農再開面積を想定

して，乾燥機やコンバイン等の農業機械を大まかに選定した計画であった。2 月 27 日に交

付が決定し，3 月の市議会で予算が可決され。3 月 7 日に法人設立へ向けた座談会を飯豊地

区の 4 復興組合（新田，程田，岩子，南飯渕）の組合長，副組合長，会計と市担当者とで開

催し，農地の早期復旧，6 次化を目指した大豆生産について市が説明を行った。市は，個人

の機械への助成は公共の利益に反するので集落営農組織や農業法人の機械整備を支援し，

小規模農家の農地を集約する，という市の計画を説明し，またヤマト財団事業の対象は財団

の意向で法人のみであることも説明した。市は法人の規模は示さなかったが，飯豊地域全体

で 1 つの法人を設立することを想定していた。しかし実際には集落単位を基本に 3 法人が

設立されることになる。 
その後，農地集積面積と必要となる大豆作用の農業機械の具体的選定を行う。機械の選定

は設立予定の法人の意見にもとづいて行ったため，法人ごとに機械が異なっている。そして

2012 年 5 月には，集落の復興組合をベースに合同会社岩子ファーム，合同会社アグリフー

ド飯渕，合同会社飯豊ファームの 3 法人が相次いで設立される。法人設立に当たっては法

人化助成金（担い手経営発展支援事業）40 万円を活用している。なお，法人形態として合

同会社を選択した理由は，設立が容易で組織運営に制約が少ないことであり(10)，将来，構成

員全員の同意があれば株式会社に組織変更が可能である。 
2012 年 6 月 1 日にはヤマト財団幹部を招待して農業機械交付式を開催した。震災翌年の

春という早い時期に農業法人が設立されたことから，市内の他地域における法人設立に向

けた取組の刺激になったと市の担当者は見ている。また大豆の利用方法について，市長が農

林水産省に連絡して６次化の担当者から農林漁業成長産業化ファンド利用等の説明を受け

るなど，情報提供も行っている。 
こうして飯豊地域にヤマト財団事業によって 3 法人が設立された後に，さらにその他の

被災地区でも法人が設立される(11)。 
 
ⅲ） 復興組合と集落の関係 

復興組合と集落との関係を示したのが第 4-12 表である。1 組合は地縁組織でない広域的

組織であるが，それ以外の 18 組合は一定地域の農地の全地権者によって組織された地縁組

織である。そして後者の復興組合の範囲は，センサス農業集落との関係で見ると，1 集落の

ものと複数集落のものとがあるが，多くが旧藩政村単位に設立されていることが特徴であ

る。旧藩政村は，藩政村内に複数の集落がある 1 村複数集落型と藩政村と集落の範囲が同

じ 1 村 1 集落型との 2 タイプがある。表示の 18 藩政村では，前者が 6 村，後者が 10 村で
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震災直後には多くの住民が避難所での避難生活を余儀なくされるが，そうした緊急避難

時における被災農家にとっては，農地の復旧以前に家屋等の住まいの修繕や生活上最低限

の食料・衣料品等の確保が必要であった。その後，仮設住宅への移住が進み，避難所が閉設

されるようになった 7 月頃から，塩害等による農地の被害状況や今後の農業の取組などに

ついての支援の要望が被災農家から出されるようになる。激甚災害が引き起こされた場合，

住民が生活の落ち着きを取り戻し，自らの手で農地を復旧させ，営農再開を目指す動きがで

きるようになるまでには 4～5 ヶ月を要した。 
 被災地域からの農業分野の要望は，沿岸部では松並木の流木等の除去や除塩による農地

復旧，内陸部では貯水池等の修繕が出されていた。また内陸中山間地の玉野地域では放射性

物質の汚染への対応が行われた(8)。 
 他方，震災後 3 ヶ月程度で被災農家経営再開支援事業の通知があった。そこで 2011 年 8
月下旬から 9 月上旬に，沿岸部の被災農家に「被災農家経営再開支援事業採択に向けての

取組について」の説明会を行った。当初，市農林水産課では水利組合ごとに地域農業復興組

合（以下，「復興組合」）を設立することを計画していたが，広域での組織化は連絡が重層し

て煩雑になるという農家の要望から，19 の復興組合を設立した（後掲第 4-12 表）。こうし

た復興組合の作業内容は瓦礫の除去等の農地復旧が主であったことから取組への農家の参

加意欲は積極的であった。 
 飯豊地域の被災集落のうち，柏崎以外の岩子，南飯渕，程田，新田の各集落の農地は，復

旧が比較的早いと予想された。そのため法人化に向けた取組を支援する案が同課内にあっ

た。しかし当時，復興計画に法人化の方向が目指されていたがそれは抽象的で，具体的な支

援方策がなかったために，法人化は「案」のみであった。 
 その後，ヤマト財団事業によって海上コンテナ物流用の代替クレーン等が整備される(9)。

そのことを知った同課では，その助成事業が農業復興にも活用できないかと考える。そして

被災農家経営再開支援事業の第 1 回概算払いを終えた 2011 年 12 月頃から，ヤマト財団事

業への応募を具体的に検討する。 
この時期，農業機械取得への助成に関して 2 つのことが検討されている。 
1 つは復興組合が農地復旧作業に用いるトラクタ等の機械についてである。農業者が復興

組合を組織して，ガレキ撤去等の復旧作業を行ったが，農地復旧は公益性が高いことから復

興組合が用いる機械の取得には 100％補助の復興交付金を充てることとする。2012 年春に

復興交付金で市が機械を取得し，復興組合単位に設立した機械利用組合に 100ps 級の大型

トラクタやロータリー等をリースした（第 4-12 表にリースした機械の一部を示す）。後の

「相馬市復興計画 Ver.1.2」に「農地復興に必要な農業用機械の整備」と記されたことであ

る。ただし次に述べるヤマト財団事業を利用する地区ではこの事業の対象としていない。 
もう 1 つは新たに設立する農業法人の農業機械である。飯豊地区での新設法人は，6 次産

業化を目標に戸別所得補償制度の利活用と安定した生産の見込みのある大豆を生産するこ

とを想定した。市は営農に係る機械施設の取得には農業者負担のある生産対策交付金を用

いることとしていた。ところが大豆作は，津波被災前には後述するように岩子集落の任意組
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あり，新沼村と北小泉村は 2 村で 1 集落に再編されている。後述するように農業復興の過

程で土地利用型法人が設立されるが，そうした法人の設立範囲も復興組合と同様に旧藩政

村の範囲となっている。 
他方，センサス集落の単位で見ると，被災 30 集落のうち，新沼集落を含む 11 集落は 1

村 1 集落型の集落で，19 集落が 1 村多集落型の集落である。そして前者の集落は，集落の

農地面積が大きい。前掲第 4-3 表で，相馬市の津波被災集落の 1 集落当たり経営耕地面積

第 4-12表 相馬市における復興組合と機械利用組合の状況 

 
（単位：ha，人，台）

旧村
旧藩
政村

センサス
農業集落

大型
トラクタ

レーザー
レベラー

和田 48 105 和田 3 1
中子 15 74 - - -

新沼村
北小泉村

新沼 113 新沼 28 101 - - -

原釜村
細田,北原釜,

南原釜
18 - - -

尾浜村 尾浜,松川 12
本笑村 本笑 15

北飯渕村 北飯渕 24
石上村 石上 140 石上 27 75 - - -

塚部村 塚部 82 塚部 19 46 - - -

新田村 新田 216 新田 136 123 （法人設立） -

柏崎村 柏崎 150 柏崎 103 148 柏崎 7 2
岩子村 岩子 154 岩子 99 153 （法人設立） - -

程田村 程田 74 程田 60 94 （法人設立） - -

南飯渕村 南飯渕 55 南飯渕 26 49 （法人設立） - -

日下石村
日下石,中屋敷,
大迎,町東,立谷

189 日下石 46 71 日下石 4 2

柚木谷地田 12 20 柚木谷地田 1 -

柚木立前 12 17 - - -

下柚木 75
獺庭立切 78

上古・金草,蒲庭 168 古磯部 48 70 古磯部 3 1

磯部村
芹谷地,大浜,
手の沢,大洲

227 磯部 191 295 磯部 11 1

- - - - 浜通り
農民運動

122 40 浜通農産物
供給センター

4 1

計 - - 1,889 - 1,065 1,808 - - -

注 1)　「旧村」は農業センサスの旧市町村であり、昭和大合併以前の市町村である．

　 2)　「浜通り農民運動」は福島県浜通り農民運動連合会の略である．
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資料：属地面積は2010年農業センサス地域調査，被災農地面積，構成員数は渋谷他（2014），機械利用組合は相馬

　　　市資料，八沢地区復興組合の被災農地面積と構成員数は相馬市でのヒアリング結果．
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が大きかったのは，この 1 村 1 集落が多いためと見られる。 
 
（２） 大規模土地利用型法人の事例 

 
 １） 合同会社岩子ファーム 

 
ⅰ） 被災前の営農状況 

 飯豊地域（旧飯豊村）には農業集落が 7
つあるが，それらすべてが旧藩政村であ

り，1 村 1 集落型の集落である。それらの

うち沿岸の 4 集落が津波に被災する。 
松川浦に面する岩子（いわのこ）集落

（第 4-3 図）は，2010 年の農地の属地面

積 154ha，うち水田 150ha，総農家数 56
戸，土地持ち非農家 39 戸で，集落内に 5ha
以上の農家が 5 戸，うち 10ha 以上が 1 戸

であった(12)。また松川浦と接するため，の

り養殖を自営する兼業農家が多い。 
飯豊地域は 1980 年代にほ場整備を実

施し，ほ場は 60a（50ｍ×120ｍ）の区画

になっていた。岩子集落ではブロックロ

ーテーションでの生産調整を行い，当初

の牧草作付けから 1999 年に大豆生産に

変更するが，実際は集落外の組織に作業

委託し，無農薬大豆を生産していた。しか

し 2004 年に，県単事業で汎用コンバイン

を 1 台導入し（その後，生産調整面積増加に対応して 2006 年に 1 台増設），農業集落組織

である岩子生産組合（構成員 104 戸）が約 40ha の生産調整団地での大豆作業を受託する体

制に転換する。生産調整地の団地化には集落内の農家だけでなく，入り作者も参加していた。

水田経営所得安定対策に対応して 2007 年に地権者で農用地利用改善団体を設立し，さらに

実際に耕作する農家 46 人で任意組織の岩子ファーム（以下，「（任）岩子ファーム」）を設立

して，後者が大豆生産を行う 2 階建て型集落営農の体制に変更する。所有機械は大豆用コ

ンバイン 2 台と播種機，ブームスプレア等であった。 
こうして岩子集落では震災前からブロックローテーションによる集落営農での大豆作の

経験があった。集落の水田が干拓地の川下にあるために水はけが悪く，大豆の湿害があるの

で７月に播き直しをするなどの努力を重ねた結果，大豆の収量・品質も良く「いい商売がで

きそうだな」と思うようになっていた。また水田経営所得安定対策加入の条件として法人化

飯
豊
地
域 

第 4-3図 岩子集落の位置 

資料：2005 年農業センサス地図に加筆. 

岩子集落 
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あり，新沼村と北小泉村は 2 村で 1 集落に再編されている。後述するように農業復興の過

程で土地利用型法人が設立されるが，そうした法人の設立範囲も復興組合と同様に旧藩政

村の範囲となっている。 
他方，センサス集落の単位で見ると，被災 30 集落のうち，新沼集落を含む 11 集落は 1

村 1 集落型の集落で，19 集落が 1 村多集落型の集落である。そして前者の集落は，集落の

農地面積が大きい。前掲第 4-3 表で，相馬市の津波被災集落の 1 集落当たり経営耕地面積

第 4-12表 相馬市における復興組合と機械利用組合の状況 

 
（単位：ha，人，台）

旧村
旧藩
政村

センサス
農業集落

大型
トラクタ

レーザー
レベラー

和田 48 105 和田 3 1
中子 15 74 - - -

新沼村
北小泉村

新沼 113 新沼 28 101 - - -

原釜村
細田,北原釜,

南原釜
18 - - -

尾浜村 尾浜,松川 12
本笑村 本笑 15

北飯渕村 北飯渕 24
石上村 石上 140 石上 27 75 - - -

塚部村 塚部 82 塚部 19 46 - - -

新田村 新田 216 新田 136 123 （法人設立） -

柏崎村 柏崎 150 柏崎 103 148 柏崎 7 2
岩子村 岩子 154 岩子 99 153 （法人設立） - -

程田村 程田 74 程田 60 94 （法人設立） - -

南飯渕村 南飯渕 55 南飯渕 26 49 （法人設立） - -

日下石村
日下石,中屋敷,
大迎,町東,立谷

189 日下石 46 71 日下石 4 2

柚木谷地田 12 20 柚木谷地田 1 -

柚木立前 12 17 - - -

下柚木 75
獺庭立切 78

上古・金草,蒲庭 168 古磯部 48 70 古磯部 3 1

磯部村
芹谷地,大浜,
手の沢,大洲

227 磯部 191 295 磯部 11 1

- - - - 浜通り
農民運動

122 40 浜通農産物
供給センター

4 1

計 - - 1,889 - 1,065 1,808 - - -

注 1)　「旧村」は農業センサスの旧市町村であり、昭和大合併以前の市町村である．

　 2)　「浜通り農民運動」は福島県浜通り農民運動連合会の略である．
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を計画したことから，組合長は若い農業者に話をして，法人化への気持ちも醸成されていた

ところであった。そうした中で津波に被災する。 
 

ⅱ） 被災と法人設立の経緯 

津波で集落内の農地 154ha のうち 2/3 の 99ha が被災した。被災後に，入り作者を含め

て集落単位で岩子地区復興組合（153 戸）を設立し，農地復旧を行う。 
集落内には機械を修理して使う農家や 3 人共同でハウスを建てた農家もいるが，多くの

農家が農業機械を流出させた。（任）岩子ファームの構成員 46 戸農家のうち，トラクタがあ

る農家は 20 戸，コンバインがある農家は 10 戸で，震災後に JA に農産物を出荷している

ものは 28 戸（8 戸は管理作業のみ）である。（任）岩子ファームは大豆用のコンバイン 2 台

（1 台は減価償却済み，1 台は償却期間が 3 年残る）や乗用除草機が津波で浸水し，トレー

ラーハウスが流された。コンバインは修理可能ではあったが，1 台 700 万円の機械の修理に

600 万円もかかるので修理を断念する。こうして大豆作用の機械が使えない中で，前述のよ

うに市からヤマト財団事業の説明があった。 
ヤマト財団事業を受ける条件は法人化である。任意組織を法人化する方策もあるが，構成

員のうち比較的大規模な農家 4 人で法人を新設することとし，2012 年 5 月 31 日に合同会

社岩子ファーム（以下，「（合）岩子ファーム」）を設立する（出資金 20 万円）。 
 

ⅲ） 法人経営の経過 

法人の構成員 4 人が役員であり，①代表が 67 歳，他の構成員は②66 歳（以上 2 人は漁

業兼業），③68 歳（元 JA 課長），④63 歳（生産組合副組合長，農機具会社勤務）である（年

齢は 2016 年 10 月時点）。 
ヤマト財団事業で，汎用コンバイン 43ps２台に加えて，大豆作用にトラクタ 7 台（95ps

ハーフクローラ 2 台，80ps3 台，44ps2 台），ローダー1 台，ブームスプレア 2 台，レーザ

ーレベラー2 台，大豆の色選機，選別機を導入する（事業資金 11,500 万円）。機械の格納庫

は 2013 年調査時点では後述する合同会社飯豊ファームと共同でテントハウスを用いてい

たが，その後，除塩対策の転炉スラグ散布作業の作業料，JA 大口割引金等を原資に，浸水

した骨材の払い下げ品を用いて格納庫（450 万円）を建設した。 
新設された法人はヤマト財団事業の機械導入のための受け皿組織という位置づけであり，

（任）岩子ファームが大豆を生産し法人はその作業を受託する，という法人と任意組織をセ

ットで動かす集落営農の体制を想定していた。他方，水稲は従前どおり農家が個別に経営す

る。ただし集落内の農家の多くは機械施設が流出したことで離農し，先述のように耕作者が

減少したために（任）岩子ファームの構成員は 46 戸から 20 戸に大きく減少していた。 
原形復旧して除塩後の水田には，大豆よりも塩分に強い水稲を農家が作付けし，その後に

法人が大豆を作付ける。まず 2012 年には，副代表の農地に個人として 1.7ha の水稲を東京

農大の支援で試験的に作付けした。反収は 620kg/10a（平年 540kg/10a）で品質も良かっ

た。そして翌年，その田に法人で大豆を作付ける。こうして水稲作付けに続く大豆作付面積
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は第 4-13 表に示すように，2013 年 2ha，2014 年 9ha，2015 年 32ha，2016 年 45ha と拡

大している。法人は農業生産法人でないため，経営地は特定作業受託で受けている。 
大豆の品種は「たちながは」で，2015 年には「里のほほえみ」も 30a 作付けている。岩

子集落の農地は干拓地の川下にあって水はけが悪いため，2014 年産の単収は 185kg/10a と

低い（一等比率 80％）。2015 年は 220kg/10a を目標としていたが，異常乾燥のために

150kg/10a であった。生産された大豆は JA へ販売されている。 
大豆の作業は，耕起のほとんどを耕作者が個別に行い，法人が播種・収穫を行っている。

乾燥作業は，②農家所有の大豆キット付き米用乾燥機を借用して行っている。また後述する

合同会社アグリフード飯渕から大豆の乾燥・選別作業を受託している。 
機械作業のオペレータは大型特殊免許取得者（35ps 以上のトラクタに必要）に限定し，

構成員 4 人に加えて，震災後に 5 人（2013 年 2 月時点の年齢は 66 歳，65 歳，58 歳，59
歳，58 歳）に免許をとってもらい，さらに 2 人（30 代と 40 代）が加わって 11 人である。

播種作業は，（任）岩子ファームの構成員を中心に平日に 18～20 人で実施する。時給は，

日）にする。構成員も農作業に対する賃金だけを受け取り，役員報酬はない。 
前述のように大豆作の経営は（任）岩子ファームが行い法人はその作業を受託する体制を

想定し，法人はヤマト財団事業の受け皿であり，集落の農家 20 戸による集落営農であると

考えていた。しかし法人の機械で耕起・播種・収穫・乾燥調製の作業を行い法人名で販売す

ることから，任意組織が大豆生産を行っているという形式にはならなくなる。そのため 2014
年に（任）岩子ファームを解散させ（精算金は反別で構成員に分配した），法人が経営し，

集落内の耕作者をオペレータ等の労働力として臨時雇いする体制に移行する。 
経営成果について，2013 年産は 5.5 万円/10a を委託者に還している。2015 年産は，地代

を 3.5 万円，地権者の作業料金 1.5 万円（草刈り 3,000 円/10a×3 回＋耕耘 5,000 円/10a と

いう計算）として，合計 5 万円/10a を委託者に支払っている。 
 
ⅳ） 今後の見通しと課題 

岩子集落の水田作は，大豆作を法人が受けるが，水稲作は個別農家での対応である。集落

第 4-13表 （合）岩子ファームの経営概要 

単位 2013年 2014年 2015年 2016年
ha 1.7 8.6 31.7 45

水稲 ha - - - -

大豆 ha 1.7 8.6 31.7 45
役員/構成員 人 4 4 4 4
常時雇用 人 - - - -

パート 人 - - 16 20
資料：聞き取り調査による．

作付
内容

労
働
力

経営面積

オペレータが 1,000 円，一般作業が 800 円であったが，2015 年に時給 1,250 円（1 万円/1

- 150 - 
 

を計画したことから，組合長は若い農業者に話をして，法人化への気持ちも醸成されていた

ところであった。そうした中で津波に被災する。 
 

ⅱ） 被災と法人設立の経緯 

津波で集落内の農地 154ha のうち 2/3 の 99ha が被災した。被災後に，入り作者を含め

て集落単位で岩子地区復興組合（153 戸）を設立し，農地復旧を行う。 
集落内には機械を修理して使う農家や 3 人共同でハウスを建てた農家もいるが，多くの

農家が農業機械を流出させた。（任）岩子ファームの構成員 46 戸農家のうち，トラクタがあ

る農家は 20 戸，コンバインがある農家は 10 戸で，震災後に JA に農産物を出荷している

ものは 28 戸（8 戸は管理作業のみ）である。（任）岩子ファームは大豆用のコンバイン 2 台

（1 台は減価償却済み，1 台は償却期間が 3 年残る）や乗用除草機が津波で浸水し，トレー

ラーハウスが流された。コンバインは修理可能ではあったが，1 台 700 万円の機械の修理に

600 万円もかかるので修理を断念する。こうして大豆作用の機械が使えない中で，前述のよ

うに市からヤマト財団事業の説明があった。 
ヤマト財団事業を受ける条件は法人化である。任意組織を法人化する方策もあるが，構成

員のうち比較的大規模な農家 4 人で法人を新設することとし，2012 年 5 月 31 日に合同会

社岩子ファーム（以下，「（合）岩子ファーム」）を設立する（出資金 20 万円）。 
 

ⅲ） 法人経営の経過 

法人の構成員 4 人が役員であり，①代表が 67 歳，他の構成員は②66 歳（以上 2 人は漁

業兼業），③68 歳（元 JA 課長），④63 歳（生産組合副組合長，農機具会社勤務）である（年

齢は 2016 年 10 月時点）。 
ヤマト財団事業で，汎用コンバイン 43ps２台に加えて，大豆作用にトラクタ 7 台（95ps

ハーフクローラ 2 台，80ps3 台，44ps2 台），ローダー1 台，ブームスプレア 2 台，レーザ

ーレベラー2 台，大豆の色選機，選別機を導入する（事業資金 11,500 万円）。機械の格納庫

は 2013 年調査時点では後述する合同会社飯豊ファームと共同でテントハウスを用いてい

たが，その後，除塩対策の転炉スラグ散布作業の作業料，JA 大口割引金等を原資に，浸水

した骨材の払い下げ品を用いて格納庫（450 万円）を建設した。 
新設された法人はヤマト財団事業の機械導入のための受け皿組織という位置づけであり，

（任）岩子ファームが大豆を生産し法人はその作業を受託する，という法人と任意組織をセ

ットで動かす集落営農の体制を想定していた。他方，水稲は従前どおり農家が個別に経営す

る。ただし集落内の農家の多くは機械施設が流出したことで離農し，先述のように耕作者が

減少したために（任）岩子ファームの構成員は 46 戸から 20 戸に大きく減少していた。 
原形復旧して除塩後の水田には，大豆よりも塩分に強い水稲を農家が作付けし，その後に

法人が大豆を作付ける。まず 2012 年には，副代表の農地に個人として 1.7ha の水稲を東京

農大の支援で試験的に作付けした。反収は 620kg/10a（平年 540kg/10a）で品質も良かっ

た。そして翌年，その田に法人で大豆を作付ける。こうして水稲作付けに続く大豆作付面積
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内の水田 150ha のうち，約 10ha が防風林になる予定であるので，残り約 140ha の生産調

整分の約 40ha がすべて法人に集積され，大豆を生産する計画である。大豆の加工について

は，農林水産省の６次化担当者から農林漁業成長産業化ファンド利用の説明を受けたが，将

来の課題と考えている。 
水稲作付面積は，集落の水田 150ha のうち約 90ha で，そのうち約 20ha を別法人が経営

し，残り約 70ha を個別農家が経営している。しかしそのほとんどである約 60ha は法人の

構成員のうち津波被災を免れて機械を所有する 2 人が借地，作業受託により受けている。

③農家は以前から貸付し，①農家が 10ha，②農家が以前の 15ha から現在は 30ha 程度を

経営，④農家（コンバインなし）が 2ha 経営し，結局のところ，大豆は法人が，水稲は法人

構成員 3 人が個別に受け，両者が集落内の水田の担い手となっている。2016 年に岩子環境

保全組合を 40 人で設立して多面的機能支払交付金によって草刈り等を実施することとし，

20 人位が参加している。 
今後，大豆作に加えて，集落内の水稲作を法人として受けるようにするかどうかは，現在

のところは不明である。しかし法人の構成員が個々に受け手となっている水稲作を将来は

法人が農地を借地して経営することが必要になると考える。構成員の④農家は，将来は米の

自作をやめて法人の一員として米をつくろうと考えている。法人は（任）岩子ファームとと

もに生産調整作業のみを受託するものという想定であったため，定款には作業受託のみを

規定している。法人が水稲作まで受けるためなら，農業経営を行えるよう定款を変更する必

要があり，また借地できるようにするためには農地所有適格法人になることも必要となる。 
ヤマト財団事業からリースしている機械施設の総額は約 1 億 1,500 万円であり，機械の

耐用年数を 7 年とするなら，機械更新のために毎年約 1,700 万円の積み立てが必要である。

しかし経営基盤強化準備金の実際の積立は，単年度の収支状況を勘案して，2014 年度に 150
万円，2015 年度も 200 万円という水準にとどまっている。市内の地代の相場は玄米

60kg/10a（60kg1 万 1 千円程度），農地中間管理機構経由の地代は 1 万円/10a である中で，

法人は 3.5 万円/10a もの高額の地代を支払っている。それを可能にしているのはヤマト財

団事業による機械のリースが無償で減価償却の必要がないからである。作業受託を行う任

意組織では，減価償却費を費用計上せず結果的にその分が委託者の収益として配分され，機

械更新のときには補助金で足りない資金を構成員から徴収するという方式が取られること

が多くある。機械のリースが無償であることから減価償却を行わない決算の仕方は，そうし

た任意組織と同様の方式を継承していることになる。大型機械の更新にその方式で対応で

きるとは考えにくく，法人として機械更新のために十分な内部留保が必要である。そのため

には地代を引き下げる必要があり，地代引き下げには委託者の合意が必要である。法人とし

ての剰余（もうけ）形成ではなく，機械更新のための適切な資金蓄積であることを説明する

ことが必要になると考えられる。 
 
２） 合同会社飯豊ファーム 
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ⅰ） 被災前の営農状況 

飯豊地域（旧飯豊村）の津波被災集

落である新田（にいだ）集落と程田（ほ

どた）集落は，それぞれ旧藩政村で，

1 村 1 集落型の集落である（第 4-4
図）。2010 年の農地の属地面積はそれ

ぞれ 216ha，74ha（計 290ha）で，

うち水田が 208ha ，58ha（計 266ha）
である。総農家数は新田集落，程田集

落でそれぞれ 44 戸，43 戸（計 87 戸）

で，5ha 以上の農家が 8 戸，2 戸（計

10 戸），うち 10ha 以上が 4 戸，1 戸

（計 5 戸）であり，土地持ち非農家が

21 戸，31 戸（計 52 戸）であった。

このように新田集落には大規模農家

が比較的多く存在していたが，その多

くは高齢であった。 
飯豊地域では1980年代にほ場整備

を実施し，区画は 60ａ（50ｍ×120
ｍ）である。認定農業者は，新田集落

には 10 人以上いた。程田集落には 1 人のみであり，営農は個別で，集落営農組織は設立さ

れておらず，生産調整の団地化やブロックローテーションは行われていなかった。 
 
ⅱ） 被災と法人設立の経緯 

津波により新田集落では 136ha，程田集落では 60ha の農地が被災した。両集落合わせた

農地約 290ha のうち，津波被災面積は 196ha であり，うち要復旧面積は約 160ha である

（新田集落 120ha，程田集落約 40ha）。被災後に農地復旧のために被災農地の全地権者で，

新田地区復興組合（123 戸）と程田地区復興組合（94 戸）が設立された。 
市からヤマト財団事業による農業機械等のリースの説明があり，担い手の多い新田集落

と担い手の少ない程田集落との合同で法人を設立することとし，2012 年 4 月に認定農業者

4 人（新田集落 3 人，程田集落 1 人）で合同会社飯豊ファーム（以下，「（合）飯豊ファー

ム」）を設立する。 
 
ⅲ） 法人経営の経過 

4 人で設立した法人であるが，年配者であった代表が脱退して，2014 年度からは構成員

が 3 人になる。3 人の年齢と被災前の経営面積は，①法人代表が 51 歳，3ha（2009 年に建

築会社を退職し専業農家になる），②53 歳，6ha，③53 歳，11ha である。必ずしも 10ha 以

新田集落 

飯
豊
地
域 

第 4-4図 新田・程田集落の位置 

資料：2005 年農業センサス地図に加筆. 

程田集落 
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内の水田 150ha のうち，約 10ha が防風林になる予定であるので，残り約 140ha の生産調

整分の約 40ha がすべて法人に集積され，大豆を生産する計画である。大豆の加工について

は，農林水産省の６次化担当者から農林漁業成長産業化ファンド利用の説明を受けたが，将

来の課題と考えている。 
水稲作付面積は，集落の水田 150ha のうち約 90ha で，そのうち約 20ha を別法人が経営

し，残り約 70ha を個別農家が経営している。しかしそのほとんどである約 60ha は法人の

構成員のうち津波被災を免れて機械を所有する 2 人が借地，作業受託により受けている。

③農家は以前から貸付し，①農家が 10ha，②農家が以前の 15ha から現在は 30ha 程度を

経営，④農家（コンバインなし）が 2ha 経営し，結局のところ，大豆は法人が，水稲は法人

構成員 3 人が個別に受け，両者が集落内の水田の担い手となっている。2016 年に岩子環境

保全組合を 40 人で設立して多面的機能支払交付金によって草刈り等を実施することとし，

20 人位が参加している。 
今後，大豆作に加えて，集落内の水稲作を法人として受けるようにするかどうかは，現在

のところは不明である。しかし法人の構成員が個々に受け手となっている水稲作を将来は

法人が農地を借地して経営することが必要になると考える。構成員の④農家は，将来は米の

自作をやめて法人の一員として米をつくろうと考えている。法人は（任）岩子ファームとと

もに生産調整作業のみを受託するものという想定であったため，定款には作業受託のみを

規定している。法人が水稲作まで受けるためなら，農業経営を行えるよう定款を変更する必

要があり，また借地できるようにするためには農地所有適格法人になることも必要となる。 
ヤマト財団事業からリースしている機械施設の総額は約 1 億 1,500 万円であり，機械の

耐用年数を 7 年とするなら，機械更新のために毎年約 1,700 万円の積み立てが必要である。

しかし経営基盤強化準備金の実際の積立は，単年度の収支状況を勘案して，2014 年度に 150
万円，2015 年度も 200 万円という水準にとどまっている。市内の地代の相場は玄米

60kg/10a（60kg1 万 1 千円程度），農地中間管理機構経由の地代は 1 万円/10a である中で，

法人は 3.5 万円/10a もの高額の地代を支払っている。それを可能にしているのはヤマト財

団事業による機械のリースが無償で減価償却の必要がないからである。作業受託を行う任

意組織では，減価償却費を費用計上せず結果的にその分が委託者の収益として配分され，機

械更新のときには補助金で足りない資金を構成員から徴収するという方式が取られること

が多くある。機械のリースが無償であることから減価償却を行わない決算の仕方は，そうし

た任意組織と同様の方式を継承していることになる。大型機械の更新にその方式で対応で

きるとは考えにくく，法人として機械更新のために十分な内部留保が必要である。そのため

には地代を引き下げる必要があり，地代引き下げには委託者の合意が必要である。法人とし

ての剰余（もうけ）形成ではなく，機械更新のための適切な資金蓄積であることを説明する

ことが必要になると考えられる。 
 
２） 合同会社飯豊ファーム 
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上の大規模農家が法人の構成員となったわけではなく，比較的年齢の若い同世代の認定農

業者 3 人で現在の法人は経営されている。構成員は，農業機械を流されずにすんだ者で構

成されているが，津波に浸水した自脱型コンバイン（5 条刈）を 230 万円で修理して使って

いる者もいる。 
ヤマト財団事業によるリース事業で，トラクタ 10 台（110ps3 台，80ps4 台，44pa3 台），

汎用コンバイン 3 台，ブームスプレア 3 台等を導入し，さらに磯部地区のトラクタ 2 台

（105ps）を借用している。2013 年に大豆・麦等生産体制緊急整備事業で大豆選別機一式，

小型ドリルシーダー等を導入している。大豆等の乾燥作業は構成員 3 人が各自２台所有す

る乾燥機を借り上げていたが，2015 年に生産対策交付金で乾燥調製施設を導入している。 
経営面積は，第 4-14 表に示すように，2012 年 12ha，13 年 43ha，14 年 63ha，15 年

72ha，16 年 78ha と増大し続けている。新田集落では，2011 年に 50ha，2012 年に 6ha 弱

が復田し，そのうち法人に大豆の作付け 12ha が集積された。法人は，2013 年に程田集落

から約 30ha，2014 年と 2015 年に新田集落からそれぞれ 20ha，10ha を集積した。こうし

て 2015 年の経営地 72ha のうち，新田集落からが 32ha，程田集落からが 40ha である。農

地集積の結果，集落としての生産調整の団地化は行っていないが，経営内で団地加算（4ha
以上連坦）の対象地が成立している。 

作付作目は 2013 年までは大豆のみであるが，2014 年は大豆 45ha に加えて，主食用米

5ha，小麦 14ha を，2015 年は大豆 63ha に加えて，主食用米 4ha，飼料用米 1.5ha，麦 4ha，
16 年は大豆 55ha，水稲 14ha，小麦 9ha を作付けしている。メインの作目である大豆の単

収は，2012 年産は 180kg/10a を目標としたが，実際には 50kg/10a であり，2014 年以降の

単収は 170kg/10a である。 
法人の水稲は，海岸近くの水田は地下水位が高くて麦・大豆の生産調整には不向きなため，

作付けているものである。しかし法人は水稲作用の農業機械は保有していないため，構成員

の水稲用機械を借り上げて用いている。稲作はできるだけ直播で行いたいと考え，農研機構

第 4-14表 （合）飯豊ファームの経営概要 

単位 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
ha 11.8 42.6 63.1 72.4 78
ha - - 4.8 5.5 14

うち乾田直播 ha - - 2.5 4.0 7.9
　　湛水直播 - - 1.8 1.2 5.7
　　飼料用米 ha - - - 1.5 1.5

ha 11.8 42.6 44.7 62.8 55
ha - - 13.6 4.1 9
人 4 3 3 3 3
人 - 2 2 4 4
人 - - - - -

資料：聞き取り調査による．

大豆

作
付
内
容

経営面積

水稲

労
働
力

小麦

パート

常時雇用

役員/構成員
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東北農業研究センターの乾田直播や鉄コーティングによる湛水直播の機械を機械メーカー

から借りて，直播を試行した。直播は大豆用シーダーで行えるので，今後も大型トラクタで

作付けできる 60a 区画の水田では乾田直播を行いたいと考え，2015 年には乾田 4ha，湛水

1ha，2016 年には乾田 8ha，湛水 6ha を実施し，水稲作のほとんどを直播栽培に切り替え

ている。2015 年から飼料米を導入し，すべて直播で栽培している。品種は「フクヒビキ」

（専用品種）と「天のつぶ」（食用米と兼用）であり，食用米と混じらないように JA で乾

燥調製を行っている。単収は食用米（コシヒカリ）が 450～480kg/10a，飼料米が 600kg/10a
である。 

2013 年からブロッコリを導入した。福島産のブロッコリの市場価格が長野・栃木産の後

の 12 月に高いことから，大豆の選別に加えて冬期間の仕事とするために導入したものであ

り，11 月から翌年 1 月に収穫する。2013 年に 1ha を作付けし，2014 年に 2.2ha に拡大し

たが，新規ほ場に問題があったため(13)，2015 年以降は 1.2ha にした。ブロッコリの作業は

従業員が実施している。2013 年の計画では粗収益を 500 万円と見込んだが，鳥害のせいで

230 万円であった。 
労働力について 2013 年から 3 人の雇用を計画していた。実際には，2013 年から 2 人（当

時 35 歳（非農家）と 37 歳（農家））を雇用し，全国農業会議所の「被災者向け農の雇用事

業」を用いて助成の 9.7 万円に 5 万円程度をプラスして支払っている。2015 年からさらに

2 人（当時 60 歳（JA の OB）と 42 歳（非農家））を雇用し，月給制で 12～18 万円/月を支

払っている。構成員の収入も作業料金のみで，役員報酬はない。 
法人は，設立当初は農業生産法人ではないため特定作業受託で農地を受けている。しかし

定款には「農業経営」を掲げ，農業生産法人になる計画を設立当初から持っていた。法人設

立直後に行った小麦の収穫作業受託を含めて 3 年間の営農実績があり，農業委員会が示す

要件を満たしたとして，2014 年度に農業生産法人となる。2013 年調査時点では事務所が無

く，乾燥調製施設とともに設置したいという意向であったが，2014 年に農地中間管理機構

を介して借地を行い，機構集積協力金を原資として農地 40a と非農地 10a を購入して，事

務所用地（20a）と乾燥調製施設用地（30ａ）としている。 
法人設立直後に小麦の作業受託をしたときに，水田活用の直接支払交付金 3.5 万円/10a

のうち 3 万円/10a を地主に分配していたので，法人化後も同様に 3 万円を支出している。

内訳は小作料を 1.3 万円/10a（米１表）とし，畦草刈りの管理作業料（1.7 万円）込みで 3
万円/10a としている。 
法人の構成員は現在 3 人ではあるが，大豆作を委託する集落の農家全員が構成員である

という認識を持っている。集落の農家の中には，震災後に地区外で居住している人もいるた

め，定期的に集まるのは難しいが，大豆収穫前の草刈りには集落の 10 人くらいに作業を頼

むなど，作業の節目に集まってもらって，コミュニティの維持にも気を配っている。 
 
ⅳ） 今後の見通しと課題 

新田集落，程田集落ともに被災田の生産調整を法人に集積することで合意が得られてい
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上の大規模農家が法人の構成員となったわけではなく，比較的年齢の若い同世代の認定農

業者 3 人で現在の法人は経営されている。構成員は，農業機械を流されずにすんだ者で構

成されているが，津波に浸水した自脱型コンバイン（5 条刈）を 230 万円で修理して使って

いる者もいる。 
ヤマト財団事業によるリース事業で，トラクタ 10 台（110ps3 台，80ps4 台，44pa3 台），

汎用コンバイン 3 台，ブームスプレア 3 台等を導入し，さらに磯部地区のトラクタ 2 台

（105ps）を借用している。2013 年に大豆・麦等生産体制緊急整備事業で大豆選別機一式，

小型ドリルシーダー等を導入している。大豆等の乾燥作業は構成員 3 人が各自２台所有す

る乾燥機を借り上げていたが，2015 年に生産対策交付金で乾燥調製施設を導入している。 
経営面積は，第 4-14 表に示すように，2012 年 12ha，13 年 43ha，14 年 63ha，15 年

72ha，16 年 78ha と増大し続けている。新田集落では，2011 年に 50ha，2012 年に 6ha 弱

が復田し，そのうち法人に大豆の作付け 12ha が集積された。法人は，2013 年に程田集落

から約 30ha，2014 年と 2015 年に新田集落からそれぞれ 20ha，10ha を集積した。こうし

て 2015 年の経営地 72ha のうち，新田集落からが 32ha，程田集落からが 40ha である。農

地集積の結果，集落としての生産調整の団地化は行っていないが，経営内で団地加算（4ha
以上連坦）の対象地が成立している。 

作付作目は 2013 年までは大豆のみであるが，2014 年は大豆 45ha に加えて，主食用米

5ha，小麦 14ha を，2015 年は大豆 63ha に加えて，主食用米 4ha，飼料用米 1.5ha，麦 4ha，
16 年は大豆 55ha，水稲 14ha，小麦 9ha を作付けしている。メインの作目である大豆の単

収は，2012 年産は 180kg/10a を目標としたが，実際には 50kg/10a であり，2014 年以降の

単収は 170kg/10a である。 
法人の水稲は，海岸近くの水田は地下水位が高くて麦・大豆の生産調整には不向きなため，

作付けているものである。しかし法人は水稲作用の農業機械は保有していないため，構成員

の水稲用機械を借り上げて用いている。稲作はできるだけ直播で行いたいと考え，農研機構

第 4-14表 （合）飯豊ファームの経営概要 

単位 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
ha 11.8 42.6 63.1 72.4 78
ha - - 4.8 5.5 14

うち乾田直播 ha - - 2.5 4.0 7.9
　　湛水直播 - - 1.8 1.2 5.7
　　飼料用米 ha - - - 1.5 1.5

ha 11.8 42.6 44.7 62.8 55
ha - - 13.6 4.1 9
人 4 3 3 3 3
人 - 2 2 4 4
人 - - - - -

資料：聞き取り調査による．
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るが，さらに津波被害のない農家からも貸付希望が来ている。5 年後には大豆 50ha，小麦

13ha，水稲 10ha 程度になる計画であり，最終的には津波被害のない約 60ha のうち半分の

約 30ha も法人に貸し付けられて，経営面積は 100ha 程度になると見ている。津波被災地

の農地を預かることを目的に設立した法人であるが，被災していない農地も含めて受ける

ことになると想定している。集落の地権者との関係は，農用地利用改善組合を設立し，契約

関係をはっきりしたいと考えている。しかし現在の労働力でそれら農地をすべて受けるの

には無理があると判断している。とくに程田集落の田は，最終的には法人が受けることにな

るかもしれないが，水稲作は当面は集落営農でやってほしいと考えており，実際にその動き

が出ている (14)。 
水稲は構成員を含む個別農家による自作を前提にし，法人は生産調整の大豆に，さらに小

麦を導入して，米－麦－大豆の 2 年 3 作の作型を基本にすることを構想している。現在の

大豆中心から，今後は小麦を増やせば，より大面積が耕作可能となる。しかしヤマト財団事

業の大豆プロジェクトでリースしている機械は大豆用しかない。小麦の収穫を汎用コンバ

インで行ってみたが，藁が機械の中に入るので，将来的には稲作用も兼ねて自脱型コンバイ

ンの取得が必要と考えている。 
大豆クズは，飼料用販売だけでなく，それをどう使うかも課題であり，加工・６次化が必

要であると早い時期から考えている。味噌加工は他でも多く行われているので，搾油，きな

こ，豆腐等を検討すべく，６次化の農林漁業成長産業化ファンド利用を望んでいる。 
ヤマト財団からのリースの機械施設

は事業費が１億 3 千万円あり，リース

は無償であるが，将来の機械更新のた

めに経営基盤強化準備金を毎年 2 千万

円積む計画である。 
 
３） 合同会社アグリフード飯渕 

 
ⅰ） 被災前の営農状況 

 飯豊地域（旧飯豊村）の南飯渕集落

も旧藩政村で，1 村 1 集落型の集落で

ある（第 4-5 図）。2010 年の農地の属

地面積は 55ha，うち水田が 47ha であ

った。総農家数が 20 戸，うち販売農家

が 18 戸で，経営耕地面積 5ha 以上は

2戸あったが，10ha以上の農家はなく，

他方，野菜の専業農家が多いことが特

徴である。他方，土地持ち非農家が 16
戸であった。 

飯豊地域 

第 4-5図 南飯渕集落の位置 

資料：2005 年農業センサス地図に加筆. 

国
道
６
号 

南飯渕集落 

中村地域 
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南飯渕集落の農地は 60a 区画である。集落内の水田のうち約 40ha でブロックローテー

ションによる小麦を作付けしていた。国道 6 号の東側を 2 つ，西側を 2 つに区分して，そ

れらの中で小麦での生産調整をローテーションしていた。水田経営所得安定対策への対応

で 2006 年に南飯渕営農組合を設立し，小麦生産用に弾丸暗渠，溝切り，播種の作業を営農

組合で実施し，耕起，収穫は各構成員が行った。こうして南飯渕集落では小麦を軸にした集

落営農が行われていた。 
 

ⅱ） 被災と法人設立の経緯 

津波によって集落内の農地 55ha のうち 26ha が被災した。集落内で実際に耕作していた

農家 13 戸のうち，6 戸が農地を津波被災し，うち 4 戸で機械に被害があった。被災後に入

り作者を含めて集落単位で南飯渕地区復興組合（49 戸）を設立して瓦礫処理を行った。 
市からヤマト財団事業利用による法人設立の説明がある。農業機械への補助は，法人には

あるが，個人にはないため，個人が資金を取得する方法は融資しかないと理解して，農地を

津波で被災した農家 6 戸で法人を設立することになる。法人設立に向けて 5～6 回会議をし

て，新地町の有限会社恵みのファームの視察を３回行った。そして 2012 年 5 月に合同会社

アグリフード飯渕（以下，「（合）アグリフード飯渕」）を設立した。 
 
ⅲ） 法人経営の経過 

構成員（全員役員）6 人の年齢と被災前の経営規模等は以下のとおりである。①代表：64
歳，6.5ha，花き専業農家，②70 歳，12ha（現在 18ha），野菜専業農家，③70 歳，1.2ha，
定年退職者後に野菜専業農家，④64 歳，1.7ha，兼業農家，⑤57 歳，1.5ha，兼業農家，⑥

64 歳，1.2ha，兼業農家である（年齢は 2016 年 10 月時点）。これらのうち①～③の 3 人が

法人の中心的な労働力である。 
ヤマト財団事業では，トラクタ 80ps（ハーフクローラタイプ）1 台，汎用コンバイン等

を導入した。さらに磯部地区から大型トラクタ 2 台とレーザーレベラー（レーザーレベラ

ーは 2016 年からは日立木地区から）を借用している。磯部地区機械利用組合には復興交付

金で瓦礫処理用に無償リースされた 105ps の大型トラクタがあるが，磯部地区の水田は 30a
区画で大型機械を使いにくいため，そのうち 2 台を借りている。また防除用のブームスプ

レアを（合）飯豊ファームから借りている。機械の保管は，当初は市が借地した農地に設置

した倉庫に格納していたが，同農地が地主に返還されたために保管場所がなくなり，現在は

①，②の農家に 105ps のトラクタ各 1 台を，⑤の農家に 80ps のトラクタとコンバインを，

それぞれ保管してもらっている。乾燥調製，選別作業は（合）岩子ファームに委託している。

今後，選別機を購入予定であり，乾燥調製用機械も導入したい意向である。 
復興組合による瓦礫処理は 2012 年度で終了し，2013 年度から作付けが開始される。法

人の経営面積は第 4-15 表に示すように，2013 年 10ha，14 年 10ha，15 年 12ha，16 年

15ha である。以前は集落営農で小麦での生産調整をしていたが，震災後は法人が大豆を作

付けしている。大豆を作付けすると，大豆の収穫時期と小麦の播種時期が重なるため，小麦
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るが，さらに津波被害のない農家からも貸付希望が来ている。5 年後には大豆 50ha，小麦

13ha，水稲 10ha 程度になる計画であり，最終的には津波被害のない約 60ha のうち半分の

約 30ha も法人に貸し付けられて，経営面積は 100ha 程度になると見ている。津波被災地

の農地を預かることを目的に設立した法人であるが，被災していない農地も含めて受ける

ことになると想定している。集落の地権者との関係は，農用地利用改善組合を設立し，契約

関係をはっきりしたいと考えている。しかし現在の労働力でそれら農地をすべて受けるの

には無理があると判断している。とくに程田集落の田は，最終的には法人が受けることにな

るかもしれないが，水稲作は当面は集落営農でやってほしいと考えており，実際にその動き

が出ている (14)。 
水稲は構成員を含む個別農家による自作を前提にし，法人は生産調整の大豆に，さらに小

麦を導入して，米－麦－大豆の 2 年 3 作の作型を基本にすることを構想している。現在の

大豆中心から，今後は小麦を増やせば，より大面積が耕作可能となる。しかしヤマト財団事

業の大豆プロジェクトでリースしている機械は大豆用しかない。小麦の収穫を汎用コンバ

インで行ってみたが，藁が機械の中に入るので，将来的には稲作用も兼ねて自脱型コンバイ

ンの取得が必要と考えている。 
大豆クズは，飼料用販売だけでなく，それをどう使うかも課題であり，加工・６次化が必

要であると早い時期から考えている。味噌加工は他でも多く行われているので，搾油，きな

こ，豆腐等を検討すべく，６次化の農林漁業成長産業化ファンド利用を望んでいる。 
ヤマト財団からのリースの機械施設

は事業費が１億 3 千万円あり，リース

は無償であるが，将来の機械更新のた

めに経営基盤強化準備金を毎年 2 千万

円積む計画である。 
 
３） 合同会社アグリフード飯渕 

 
ⅰ） 被災前の営農状況 

 飯豊地域（旧飯豊村）の南飯渕集落

も旧藩政村で，1 村 1 集落型の集落で

ある（第 4-5 図）。2010 年の農地の属

地面積は 55ha，うち水田が 47ha であ

った。総農家数が 20 戸，うち販売農家

が 18 戸で，経営耕地面積 5ha 以上は

2戸あったが，10ha以上の農家はなく，

他方，野菜の専業農家が多いことが特

徴である。他方，土地持ち非農家が 16
戸であった。 

飯豊地域 

第 4-5図 南飯渕集落の位置 

資料：2005 年農業センサス地図に加筆. 
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作付けは中止したものである。新たに開始した大豆の栽培技術は（合）岩子ファームと新地

町の（有）恵みのファームに習っている。なお，南飯渕営農組合は農地を被災していない農

家から脱退希望者が出たため，現在は休止状態である。 
法人の構成員は農地が津波に被災した 6 戸のみであり，構成員の農地 24ha の半分に法人

が大豆を作付けし，水稲は構成員が各戸で行っている。作付けは水路単位に区画して行って

いる。南飯渕集落の水田は干拓地の上流部にあるために，水はけが良いこともあって，大豆

の単収は 240kg/10a である。大豆は連作障害を考慮して２作までとし，３作目は水稲に戻

すようにしている。ヤマト財団事業でリースした農業機械は津波被災地での大豆生産用で

あるため，津波に被災していない農地では使えないので大豆を作付けできない，と法人は考

えている。そのため，集落内の非被災農地での生産調整は大豆ではなく飼料米で対応してい

る。飼料米の品種は「天のつぶ」で単収は 10 俵である。 
作業労賃は，構成員は時給 1,875 円，構成員外へ委託する場合は 1 万円/日である。地権

者である構成員には草刈り等も含めて 4 万円/10a を支払い，うち小作料を 1.3～1.5 万円

/10a としている。 
 

ⅳ） 今後の見通しと課題 

南飯渕集落では野菜農家が多いことから自作志向が強く，農地を被災していない構成員

外からの貸付希望は多くないと法人ではみている。集落内には経営面積が大きな農家は少

ないが，法人構成員外の 8ha 規模の農家は，経営主が 73 歳（2015 年時点）で，数年のう

ちに農作業からリタイアするであろうが，跡継ぎが農業継承しないとみられる。集落内で

5ha 以上の農家はそれ以外には法人の構成員のみであることから，そうした集落内の離農

者の水田作を個人で受けるとするなら，法人の構成員が受けるしかないと思われる。 
構成員のうち④農家には後継者がないことから将来は法人に農地を任せる意向である。

今後は，個人ではなく，法人が非被災地の水稲作を含めて水田作全体を受ける担い手となっ

ていかざるをえないのではないか。南飯渕集落では，復興組合があったときに（合）アグリ

フード飯渕代表を中心に機械利用組合を設立して，生産対策交付金（補助率 82.5％）で田

植機 6 条 1 台と育苗ハウス，播種機をリースしている。これを法人でどう活用するのかも

検討課題である。 

第 4-15表 （合）アグリフード飯渕の経営概要 

単位 2013年 2014年 2015年 2016年
ha 10.3 10.0 11.7 14.8

水稲 ha - - - -

大豆 ha 10.3 10.0 11.7 14.8
役員/構成員 人 6 6 6 6
常時雇用 人 - - - -

パート 人 4 4 4 4

資料：聞き取り調査による．

作付
内容

労
働
力

経営面積

－158－



- 159 - 
 

現在，営農の中心となっている構成員は 64 歳と 70 歳の高齢者である。今後の法人の営

農を考えると，この点が 1 つの懸念材料であり，法人の作業を担う労働力を今後どう確保

するかが課題である。③農家の孫が農業短大を卒業して農業後継する予定であり，法人の後

継者として重要である。 
ヤマト財団事業で導入した機械は 2,500 万円であり，機械更新のため法人としての内部

留保を計画的に実施する必要がある。機械更新に備えた実際の経営強化準備金の積立は，

2014 年度 100 万円，2015 年度 150 万円であるが，機械更新用の積立としてはまだ少ない。

機械装備に対して経営面積が小規模であることが 1 つの要因である。また草刈り等も含め

て 4 万円を地権者（構成員）に支払っていることも収益が少ない要因である。法人は，1 等

の大豆が収穫できれば経営が成り立つはずと考えているが，より十分な所得を獲得するた

めには，水稲を含めた経営の方向を展望する必要があるのではないだろうか。 
 
４） 農事組合法人グリーンファーム磯部 

 
ⅰ） 被災前の営農状況 

旧磯部村（磯部地域）は旧藩政村の磯

部村と蒲庭村からなり(15)，旧藩政村の

磯部村は 4 集落（大須，芹谷地，大浜，

手の沢）で構成される 1 村多集落型の

集落である（第 4-6 図）。2010 年におけ

る 4 集落の農地の属地面積は 228ha，
うち水田が 202ha であった。総農家数

74 戸，5ha 以上の農家が 14 戸，10ha
以上の農家も 3 戸いた。他方，土地持

ち非農家が 120 戸と多く，農地流動化

がある程度進展していた。また高台で

梨を栽培する果樹農家がいて，農産物

販売金額１位部門が果樹である販売農

家が 13 戸あった。水田は 30 年前にほ

場整備が行われ，30a 区画になっていた

が，被災前に集落営農は組織化されて

いなかった。 
 

ⅱ） 被災と法人設立の経緯 

高台の梨農家 4 戸は津波被災を免れたが，低地の水田は 191ha が被災し，ほとんどの農

家が機械・施設を流出した。震災後に，被災農家経営再開支援事業によって旧藩政村の範囲

で磯部地区復興組合（295 戸）を設立して瓦礫処理を行った。復興組合には全地権者が参加

第 4-6図 磯部地域の位置 

資料：2005 年農業センサス地図に加筆. 
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作付けは中止したものである。新たに開始した大豆の栽培技術は（合）岩子ファームと新地

町の（有）恵みのファームに習っている。なお，南飯渕営農組合は農地を被災していない農

家から脱退希望者が出たため，現在は休止状態である。 
法人の構成員は農地が津波に被災した 6 戸のみであり，構成員の農地 24ha の半分に法人

が大豆を作付けし，水稲は構成員が各戸で行っている。作付けは水路単位に区画して行って

いる。南飯渕集落の水田は干拓地の上流部にあるために，水はけが良いこともあって，大豆

の単収は 240kg/10a である。大豆は連作障害を考慮して２作までとし，３作目は水稲に戻

すようにしている。ヤマト財団事業でリースした農業機械は津波被災地での大豆生産用で

あるため，津波に被災していない農地では使えないので大豆を作付けできない，と法人は考

えている。そのため，集落内の非被災農地での生産調整は大豆ではなく飼料米で対応してい

る。飼料米の品種は「天のつぶ」で単収は 10 俵である。 
作業労賃は，構成員は時給 1,875 円，構成員外へ委託する場合は 1 万円/日である。地権

者である構成員には草刈り等も含めて 4 万円/10a を支払い，うち小作料を 1.3～1.5 万円

/10a としている。 
 

ⅳ） 今後の見通しと課題 

南飯渕集落では野菜農家が多いことから自作志向が強く，農地を被災していない構成員

外からの貸付希望は多くないと法人ではみている。集落内には経営面積が大きな農家は少

ないが，法人構成員外の 8ha 規模の農家は，経営主が 73 歳（2015 年時点）で，数年のう

ちに農作業からリタイアするであろうが，跡継ぎが農業継承しないとみられる。集落内で

5ha 以上の農家はそれ以外には法人の構成員のみであることから，そうした集落内の離農

者の水田作を個人で受けるとするなら，法人の構成員が受けるしかないと思われる。 
構成員のうち④農家には後継者がないことから将来は法人に農地を任せる意向である。

今後は，個人ではなく，法人が非被災地の水稲作を含めて水田作全体を受ける担い手となっ

ていかざるをえないのではないか。南飯渕集落では，復興組合があったときに（合）アグリ

フード飯渕代表を中心に機械利用組合を設立して，生産対策交付金（補助率 82.5％）で田

植機 6 条 1 台と育苗ハウス，播種機をリースしている。これを法人でどう活用するのかも

検討課題である。 

第 4-15表 （合）アグリフード飯渕の経営概要 

単位 2013年 2014年 2015年 2016年
ha 10.3 10.0 11.7 14.8

水稲 ha - - - -

大豆 ha 10.3 10.0 11.7 14.8
役員/構成員 人 6 6 6 6
常時雇用 人 - - - -

パート 人 4 4 4 4

資料：聞き取り調査による．

作付
内容

労
働
力

経営面積
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しているが，作業に出てきたのはそのうち 40 人くらいである。農家の経営主のほとんどは

60 歳代後半から 70 歳代で，国民年金と農業者年金を受給しているが，年金収入だけでは生

活できないため，復興組合の作業に参加して収入としていた。また大区画ほ場整備は自己負

担があるので実施しないこととした，とのことである。 
磯部地域の農地復旧は飯豊地域より遅く，2015 年から本格的な営農開始が可能となる。

それを前に，営農再開への方策が検討される。被災農家経営再開支援事業は復旧した農地で

3 年以上営農することが条件である。しかし農家のほとんどが高齢で，米価が低い中で機械

施設の再投資を行うことは困難と考えて，農業再開を断念する者がほぼすべてであった。 
市では機械等の補助対象は法人や組合としており，今後の営農の主体をどうするかが地

域の課題になった。地区内の農家には 5ha 以上，さらには 10ha 以上の農家がいたため，そ

れら農家を中心に共同化の話し合いがいくつかのグループごとに持たれた。それらの中に

は共同化はうまくいかないという反対意見が家族から出されるなどして，まとまらないグ

ループもあった。また 20ha の大規模農家が個別での営農再開を考えたが，融資返済中の機

械が流され，個人の機械施設への助成がない中で，営農再開のために機械施設の借金をする

ことに家族から反対されて，営農を断念してダンプの運転手になったという事例もある。そ

うした中で，農事組合法人グリーンファーム磯部（以下「（農）グリーンファーム磯部」）の

グループは 2015 年 1 月に話し合いを行って，同年 4 月に 6 人で法人を設立した。 
 
ⅲ） 法人経営の経過 

法人の構成員 6 人（全員が役員）の年齢（2016 年時点）と被災前の経営面積は以下のと

おりである。①代表：69 歳，12ha，②69 歳，10ha，③74 歳，4ha と梨園 2ha，④60 歳，

元自衛隊勤務で梨園 60a，田は貸付，⑤63 歳，元 JA 職員で梨園 1ha，⑥76 歳，2ha（年齢

は 2016 年 10 月時点）で，①～④農家が営農の中心である。 
農業機械は，2015 年度に生産対策交付金でトラクタ 65ps１台，田植機 2 台（直播可能 6

条 1 台，8 条 1 台），自脱型コンバイン 6 条 1 台等を施設とともに導入した。事業費は建物

6,000 万円，農機具等（リース）3,500 万円で，補助率は国県を合わせて 82.5％であるため，

第 4-16表 （農）グリーンファーム磯部の経営概要 

単位 2015年 2016年
ha 26 66
ha 26 66

うち直播栽培 ha 5 20
　　飼料用米 ha 7 26

ha - -

人 6 6
人 - -

人 - 5
資料：聞き取り調査による．
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その他の資材費を合わせて全体で約 3,000 万円の自己負担分を融資で賄った。また 2012 年

７月にキリン絆プロジェクト(16)で，磯部地域の農家にトラクタ 65ps3 台が助成されたが，

うち 1 台を（農）グリーンファーム磯部代表名で受けて，法人で利用している。乾燥調製は

農家所有の乾燥機を借用している。地区内には磯部地区復興組合の範囲で設立した機械利

用組合に農地復旧用に復興交付金でリースされた 105ps の大型トラクタ等がある。しかし

30a 区画の水田ではそれを使い切れないでいる。 
営農は 2015 年度から開始され，経営面積は第 4-16 表のように水稲が 2015 年 26ha，

米で対応する水稲単作経営である。品種は，食用米は「コシヒカリ」中心で，一部に「ひと

めぼれ」，飼料米は「天のつぶ」と「フクヒビキ」で，乾燥後に JA のカントリーへ搬入し

ている。飼料作はすべて鉄コーティングの湛水直播で作付けする計画であるが，ただし 2015
年度は，移植の苗が余ったので 2ha は移植で飼料米を作付け，直播は 5ha のみで実施した。 
磯部地域の居住地は災害危険区域に指定され，自宅を復旧することができないが，（農）

グリーンファーム磯部の構成員 6 人は旧自宅に居住し，他の構成員は他所へ自宅を新築し

ている。地域には津波によって家族を亡くした世帯の中に見舞金等で高台に住宅を新築し

た者もあり，子弟のローンで新築した者もあるが，地価が値上がりしたこともあって，住宅

を新築できずに災害復興住宅へ入っている農家も多い。 
 
ⅳ） 今後の見通しと課題 

津波被災を免れた高台の果樹農家 4 戸に加えて低地の水田作農家 2 戸は震災後にも自営

しているが，それ以外は機械施設を喪失した結果，すべて離農したことから，農地復旧とと

もに法人の経営面積が増大すると考えられる。2016年の経営面積は60haを超えると見て，

2015 年冬にその分の種籾を発注済みであった。生産調整は飼料米（湛水直播）で対応する

ことから，2016 年は 20ha を予定している。こうした作付面積の拡大に対応して 2016 年度

に自脱型コンバイン１台を購入した。地区内に建設するソーラー施設に関連して，設置会社

が農業用機械購入用に上限 200 万円の助成をしたことから，それを活用して助成金 1 千万

円と自己資金 300 万円で購入した。 
地区内の塩害の強い被災農地に約 50MW のソーラー施設の建設が 2015 年から始まり

（2017 年運転予定），70ha（地代 6.5 万円/10a 位）が転用される。地域内の水田の属地面

積約 200ha のうち残り 130ha の農地の経営がどうなるか決まっていない。現在，農民連グ

ループの法人 15ha，農事組合法人日下石（にっけし）ファームの経営地 5ha，他地区から

の入り作 5ha がある。これら以外の農地は，個別に営農している 2 戸の大規模な水田作農

家の農地（16ha＋10ha）を含めて，将来的には（農）グリーンファーム磯部へ貸し付けら

れると見られ，約 100ha の規模に対応した装備の充実が必要となってくる。 
水田の区画は 30a であることから 100ha 規模の経営になった場合に，畦畔の草刈りや水

管理はかなりの労働量になる。それらを地権者に委託することが 1 つの方策である。しか

し磯部地域は災害危険区域に指定され，集落に居住者がいない状況になっている。そうした

2016年 66haで，そのうち飼料米が 2015年 7ha，2016年 26haである。生産調整は飼料
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しているが，作業に出てきたのはそのうち 40 人くらいである。農家の経営主のほとんどは

60 歳代後半から 70 歳代で，国民年金と農業者年金を受給しているが，年金収入だけでは生

活できないため，復興組合の作業に参加して収入としていた。また大区画ほ場整備は自己負

担があるので実施しないこととした，とのことである。 
磯部地域の農地復旧は飯豊地域より遅く，2015 年から本格的な営農開始が可能となる。

それを前に，営農再開への方策が検討される。被災農家経営再開支援事業は復旧した農地で

3 年以上営農することが条件である。しかし農家のほとんどが高齢で，米価が低い中で機械

施設の再投資を行うことは困難と考えて，農業再開を断念する者がほぼすべてであった。 
市では機械等の補助対象は法人や組合としており，今後の営農の主体をどうするかが地

域の課題になった。地区内の農家には 5ha 以上，さらには 10ha 以上の農家がいたため，そ

れら農家を中心に共同化の話し合いがいくつかのグループごとに持たれた。それらの中に

は共同化はうまくいかないという反対意見が家族から出されるなどして，まとまらないグ

ループもあった。また 20ha の大規模農家が個別での営農再開を考えたが，融資返済中の機

械が流され，個人の機械施設への助成がない中で，営農再開のために機械施設の借金をする

ことに家族から反対されて，営農を断念してダンプの運転手になったという事例もある。そ

うした中で，農事組合法人グリーンファーム磯部（以下「（農）グリーンファーム磯部」）の

グループは 2015 年 1 月に話し合いを行って，同年 4 月に 6 人で法人を設立した。 
 
ⅲ） 法人経営の経過 

法人の構成員 6 人（全員が役員）の年齢（2016 年時点）と被災前の経営面積は以下のと

おりである。①代表：69 歳，12ha，②69 歳，10ha，③74 歳，4ha と梨園 2ha，④60 歳，

元自衛隊勤務で梨園 60a，田は貸付，⑤63 歳，元 JA 職員で梨園 1ha，⑥76 歳，2ha（年齢

は 2016 年 10 月時点）で，①～④農家が営農の中心である。 
農業機械は，2015 年度に生産対策交付金でトラクタ 65ps１台，田植機 2 台（直播可能 6

条 1 台，8 条 1 台），自脱型コンバイン 6 条 1 台等を施設とともに導入した。事業費は建物

6,000 万円，農機具等（リース）3,500 万円で，補助率は国県を合わせて 82.5％であるため，

第 4-16表 （農）グリーンファーム磯部の経営概要 

単位 2015年 2016年
ha 26 66
ha 26 66

うち直播栽培 ha 5 20
　　飼料用米 ha 7 26

ha - -

人 6 6
人 - -

人 - 5
資料：聞き取り調査による．
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場合，農村コミュニティがどう維持されるのか，そして地権者が畦畔管理や水路掃除等の農

地管理作業へどうかかわるのか，今後の重要な課題である。 
 
４． おわりに 
 

（１） 統計分析のまとめ 

 
統計的分析によると，震災前の相馬市の農家構成は，5ha以上層が比較的厚く形成され，

同階層が農地の1/3を集積しており，特に調査対象の飯豊地域，磯部地域では同階層が厚

く，4割前後の農地を集積していた。相馬市では津波被災後の農業復興過程で，少戸数型

の大規模法人が設立されるが，そうした法人の形成が可能であった条件は，震災前に一定

の農地集積が進展しており，大規模農家が形成されていたことであり，震災後にそれら農

家を中心に法人が形成された。 
また相馬市における被災集落の1集落当たりの農地面積は大きい。前掲第4-12表のよう

に，被災集落には，旧藩政村と集落が同一である1村1集落型の集落と旧藩政村内に複数の

集落がある1村多集落型の集落とがあり，前者の集落が被災集落数の約1/3ある。この1村1
集落型の集落は集落内の農地面積が大きいことから，被災集落の平均農地面積が大きくな

っている。 
相馬市は津波によって市内の農家，農地の約1/3が被災した。その後の復興過程では，農

地復旧が2013年度で64％なのに対して農業経営体の経営再開は2014年2月で37％である

ことから，農地復旧したにもかかわらず経営を再開できでいない農業経営体があり，離農

が生じつつあることがこの時点で示されている。 
 
（２） 事例にみる農業復興過程 

 
 １） 相馬市の農業支援方策 

震災後の農業復興について，相馬市では早い段階で法人組織の設立を打ち出した。農地

復旧の早かった飯豊地域の4集落では，復興交付金が開始される以前に，民間資金導入に

よる機械装備を計画し，大豆生産法人の新設を実現している。また復興交付金を復興組合

と並立する機械利用組合での大型機械の導入に活用し，その後設立された水田経営の法人

の機械取得に対しては主に生産対策交付金を用いている。 
このように相馬市の法人設立の支援策には2つのタイプがある。飯豊地域の3法人は，ヤ

マト財団事業の大豆プロジェクトで機械を装備し，法人は大豆作の担い手として設立され

ている。その結果，法人は大豆作を中心とし，水稲作は個々の農家に任せる体制である。

それに対して（農）グリーンファーム磯部は，生産対策交付金を用いて水稲作の機械装備

を行い，水稲での生産調整を含む水田作の担い手として設立されている。 
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２） 津波被災と離農の地域類型 

震災後に設立された4法人の調査を実施した。それら法人と立地地区の被災前後の特徴

を整理したものが第4-17表である。 

 津波被災による農家の残存程度からみて津波被災地区には3類型がある。A類型：磯部

地区（4集落）。農地のほとんどが津波に被災して，農家数は被災前後で激減し，法人の

構成員以外で残っている農家は数戸である。B類型：新田集落，岩子集落，程田集落。農

地の過半が津波被災して，農家は被災前後で大きく減少し，法人構成員以外で残っている

農家は被災前の2～3割である。C類型：南飯渕集落。農地の1/3程度が被災し，被災農家6
戸で法人を構成したが，他の14戸は津波被災しなかった。（ただしその後，高齢化により

離農する農家が出て，現在は法人構成員以外の農家は7戸が営農継続している。）こうし

て地区によって津波被災の程度が異なり，それに対応して離農の程度も大きく異なる。 
なお，離農程度は農地の被災率に比例しているわけではないことに留意したい。被災面

積は津波浸水面積であるが，津波による農地被災の深刻度には相違があり，浸水被害だけ

で除塩により営農再開が可能なものから土砂や瓦礫が堆積しているものまであり，後者の

ような被害程度が重度の地域で，農家の機械施設が流失している。そして離農は農地の被

災そのものによるのではなく，それと同時に引き起こされた機械施設の流失によるところ

が大きい。このように農地の被災率に単純に比例して離農が引き起こされるわけではな

い。 
 

３） 津波被災が大規模法人の特徴に及ぼした影響 

 機械施設を流失した農家のほとんどは，自力では機械施設を再取得して営農再開するこ

とが困難なために，離農へと向かう(17)。機械施設を取得して営農再開するためには手厚い

第 4-17表 調査地域の被災と特徴 

（単位：集落，ha，％，戸，人）

(a) (b) (b/a) (c) (d) (d/c)
A 磯部 4 228 191 83.8 74 14 - 6 6 8.1 66 (41.8) 100 (63.3)

新田 1 216 136 63.0 44 8 - 3 10 22.7 38 (17.6) 60 (27.8)
岩子 1 154 99 64.3 46 5 ○ 4 16 34.8 45 (29.2) 60 (39.0)
程田 1 74 60 81.1 43 2 - 1 10 23.3 40 (54.1) 40 (54.1)

C 南飯渕 1 55 26 47.3 20 2 ○ 6 14 70.0 15 (27.3) 15 (27.3)

注．磯部地区の法人経営面積のシェアは，属地面積からソーラー施設用地 70haを除いて計算してある．

2016年

資料：属地面積は2010年農業センサス地域調査，震災前農家数は同センサス集落カード，それら以外は聞

　　　き取り調査による．
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場合，農村コミュニティがどう維持されるのか，そして地権者が畦畔管理や水路掃除等の農

地管理作業へどうかかわるのか，今後の重要な課題である。 
 
４． おわりに 
 

（１） 統計分析のまとめ 

 
統計的分析によると，震災前の相馬市の農家構成は，5ha以上層が比較的厚く形成され，

同階層が農地の1/3を集積しており，特に調査対象の飯豊地域，磯部地域では同階層が厚

く，4割前後の農地を集積していた。相馬市では津波被災後の農業復興過程で，少戸数型

の大規模法人が設立されるが，そうした法人の形成が可能であった条件は，震災前に一定

の農地集積が進展しており，大規模農家が形成されていたことであり，震災後にそれら農

家を中心に法人が形成された。 
また相馬市における被災集落の1集落当たりの農地面積は大きい。前掲第4-12表のよう

に，被災集落には，旧藩政村と集落が同一である1村1集落型の集落と旧藩政村内に複数の

集落がある1村多集落型の集落とがあり，前者の集落が被災集落数の約1/3ある。この1村1
集落型の集落は集落内の農地面積が大きいことから，被災集落の平均農地面積が大きくな

っている。 
相馬市は津波によって市内の農家，農地の約1/3が被災した。その後の復興過程では，農

地復旧が2013年度で64％なのに対して農業経営体の経営再開は2014年2月で37％である

ことから，農地復旧したにもかかわらず経営を再開できでいない農業経営体があり，離農

が生じつつあることがこの時点で示されている。 
 
（２） 事例にみる農業復興過程 

 
 １） 相馬市の農業支援方策 

震災後の農業復興について，相馬市では早い段階で法人組織の設立を打ち出した。農地

復旧の早かった飯豊地域の4集落では，復興交付金が開始される以前に，民間資金導入に

よる機械装備を計画し，大豆生産法人の新設を実現している。また復興交付金を復興組合

と並立する機械利用組合での大型機械の導入に活用し，その後設立された水田経営の法人

の機械取得に対しては主に生産対策交付金を用いている。 
このように相馬市の法人設立の支援策には2つのタイプがある。飯豊地域の3法人は，ヤ

マト財団事業の大豆プロジェクトで機械を装備し，法人は大豆作の担い手として設立され

ている。その結果，法人は大豆作を中心とし，水稲作は個々の農家に任せる体制である。

それに対して（農）グリーンファーム磯部は，生産対策交付金を用いて水稲作の機械装備

を行い，水稲での生産調整を含む水田作の担い手として設立されている。 
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公的支援等が必要である。相馬市は早い段階で法人組織の設立の方針を打ち出し，集落営

農組織や農業法人の機械整備に対して助成を行うこととした。ただし復興組合が農地復旧

作業用に用いるトラクタ等の機械については公益性が高いことから，別途機械利用組合を

設立して，復興交付金を充てることにしたが，営農に係る機械施設の取得については農業

者負担のある生産対策交付金を用いることとした。 
そうした支援の中で，離農者が多い地区で大規模農家や意欲ある農家によって法人が設

立された。津波被災による農家離農の程度と設立された法人との関係の特徴は次のように

整理できる。 
A類型の磯部地区では6戸で（農）グリーンファーム磯部し，生産対策交付金で水田作の

機械施設を装備して，農地復旧に併せて地区全体の農地を引き受けつつある。 
B類型のうち，新田集落では当初4戸（その後3戸，うち2戸が集落内農家）で（合）飯豊

ファームを設立し，民間資金を用いて大豆作の機械を装備して被災農地のみならず集落内

の大豆作を受け，新田集落の水稲作も引き受ける方向にある。程田集落は集落内に担い手

が少なかったことから集落単独の法人は設立せず，担い手の1戸が（合）飯豊ファームに

参加して大豆作を担う一方で，水稲は集落ぐるみ型の集落営農で行う方向である。 
岩子集落では4戸で（合）岩子ファームを設立し，民間資金を用いて大豆作の機械を装

備して大豆のみを法人で作付している。岩子集落には震災前に集落ぐるみ型の集落営農で

大豆作を行っていたが，法人はそれに代替するものとなっている。他方，水稲は法人構成

員を中心に個別農家が受けている。 
C類型の南飯渕集落では，被災農家全戸の6戸で（合）アグリード飯渕を設立し，民間資

金を用いて大豆作の機械を装備して構成員の被災農地での大豆のみを法人で作付けてい

る。また水稲は各農家が作付けている。 
こうして，津波被災によって農家数が激減したA類型では，営農可能な担い手がほぼ皆

無であるため，法人を新設し集落内の農地全体を受ける方向に進んだ。農家数が大きく減

少したB類型でも（合）飯豊ファームは同様の傾向がある。ただし民間資金を活用して大

豆作用に設立された他の2法人は，法人設立の経緯もあって，現状では水稲作は農家が個

別で受けている。さらに農家のほとんどが残って営農を継続しているC類型では，法人は

一部の津波被災者農家の大豆作のみを受けている。こうして津波被災による農家離農が激

しい地域では法人による農地集積が集落内農地のほとんどに及ぶが，離農が一部で，営農

継続農家が多い地域では，法人の集積範囲は限定的となっている。 
各法人は，津波被災地で機械流出による離農の発生に直面して，被災地の農地を守るた

めに組織された点では共通している。そして津波被災による離農割合は法人の農地集積範

囲や法人と営農と集落との関係にも影響する。A類型の地域に設立された（農）グリーン

ファーム磯部は，集落全体の農地の担い手であるという特徴を有し，集落営農的な性格が

強い。B類型にある（合）飯豊ファームや（合）岩子ファームは，各法人が集落との繋が

りを強く持ちながら大豆作の担い手となっている。これらの法人では，地権者組織である

農用地利用改善団体は岩子集落を除いて設立されていないが，集落との信頼関係の上に少
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戸数型法人が構築され2階建て方式の集落営農に近いものとなっている。他方，C類型の地

域にある（合）アグリード飯渕は，集落内の一部の被災農家のみの組織であり，6戸の農

家による組織経営体であり，集落内の1つの担い手とはなっているが，集落との結びつき

は必ずしも強くはない。 
 

４） 被災前の農業構造が大規模法人に及ぼした影響 

どの大規模法人も基本的に旧藩政村を単位に設立されている。例外は，個別の担い手が

乏しい程田集落（旧藩政村）が，新田集落（旧藩政村）と合同で法人を設立している例で

ある。それを例外として，津波復興過程での組織化の特徴は，藩政村の範囲で法人の組織

化が行われたことである。法人設立の範囲を集落から見ると，飯豊地域は1集落で法人を

設立しているのに対して，磯部地区では複数集落で法人を設立している。しかしそれは飯

豊地域の集落は1村1集落型であるのに対して，磯部地区の集落は1村多集落型であるから

であり，両地域ともに旧藩政村の範囲での組織化であって，磯部地区の場合にも集落のコ

ミュニティを越えた広域組織というわけではない。こうした点は被災地以外での集落をベ

ースとした組織化のあり方として示唆に富むものである。 
設立された法人はいずれも構成員が数戸の少戸数型の法人である。とはいえ，震災後の

復興過程における組織化には，地区（＝旧藩政村）の担い手の多寡との関係で2つのタイ

プがあることに注目したい。法人を設立したほとんどの地区は，震災前に土地利用型農業

の担い手農家が一定数あったところであり，それらの農家によって少戸数型法人が設立さ

れている。それらのうち，磯部，新田，岩子の各地区の法人は，集落の営農を担う組織と

して集落営農のような特徴を持ち，集落との関係では2階建て集落営農に近いものとなっ

ている。それに対して南飯渕地区では，法人は集落の一部である被災者の営農の転作部分

を担うものの，集落全体の営農を担う組織ではない。それらに対して程田集落は震災前の

段階で，そうした担い手が乏しい集落であったことから，地区単位で法人を設立できずに，

大豆作のみを法人に任せ，水稲作は集落ぐるみ型の集落営農で行う方向にある。担い手の

層が厚い相馬市の津波被災地では，少戸数型法人の設立が主流であるが，担い手の乏しい

地域では程田集落のように集落営農による組織化もまた必要となっている。 
 
 ５） 大規模土地利用型法人の特徴 

成立した大規模土地利用型法人の営農・経営上の特徴は次のとおりである。 
 第1に，法人の規模である。どの法人も設立後に急速に農地を集積した。そして第4-17
表に示したように，2016年度の経営面積は（農）グリーンファーム磯部66ha，（合）飯豊

ファーム78ha（新田集落と程田集落の合計），（合）岩子ファーム45ha，（合）アグリフ

ード飯渕15haである。（農）グリーンファーム磯部は復旧していない農地があるが，今後，

農地復旧とともに農地集積が進展するとみられ，（合）飯豊ファームとともに将来的には

100ha規模になると見通されている。（合）岩子ファームと（合）アグリフード飯渕は，

それぞれ60haと15haが見込まれるが，これらの面積は大豆作のみであり，今後，水稲作
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公的支援等が必要である。相馬市は早い段階で法人組織の設立の方針を打ち出し，集落営

農組織や農業法人の機械整備に対して助成を行うこととした。ただし復興組合が農地復旧

作業用に用いるトラクタ等の機械については公益性が高いことから，別途機械利用組合を

設立して，復興交付金を充てることにしたが，営農に係る機械施設の取得については農業

者負担のある生産対策交付金を用いることとした。 
そうした支援の中で，離農者が多い地区で大規模農家や意欲ある農家によって法人が設

立された。津波被災による農家離農の程度と設立された法人との関係の特徴は次のように

整理できる。 
A類型の磯部地区では6戸で（農）グリーンファーム磯部し，生産対策交付金で水田作の

機械施設を装備して，農地復旧に併せて地区全体の農地を引き受けつつある。 
B類型のうち，新田集落では当初4戸（その後3戸，うち2戸が集落内農家）で（合）飯豊

ファームを設立し，民間資金を用いて大豆作の機械を装備して被災農地のみならず集落内

の大豆作を受け，新田集落の水稲作も引き受ける方向にある。程田集落は集落内に担い手

が少なかったことから集落単独の法人は設立せず，担い手の1戸が（合）飯豊ファームに

参加して大豆作を担う一方で，水稲は集落ぐるみ型の集落営農で行う方向である。 
岩子集落では4戸で（合）岩子ファームを設立し，民間資金を用いて大豆作の機械を装

備して大豆のみを法人で作付している。岩子集落には震災前に集落ぐるみ型の集落営農で

大豆作を行っていたが，法人はそれに代替するものとなっている。他方，水稲は法人構成

員を中心に個別農家が受けている。 
C類型の南飯渕集落では，被災農家全戸の6戸で（合）アグリード飯渕を設立し，民間資

金を用いて大豆作の機械を装備して構成員の被災農地での大豆のみを法人で作付けてい

る。また水稲は各農家が作付けている。 
こうして，津波被災によって農家数が激減したA類型では，営農可能な担い手がほぼ皆

無であるため，法人を新設し集落内の農地全体を受ける方向に進んだ。農家数が大きく減

少したB類型でも（合）飯豊ファームは同様の傾向がある。ただし民間資金を活用して大

豆作用に設立された他の2法人は，法人設立の経緯もあって，現状では水稲作は農家が個

別で受けている。さらに農家のほとんどが残って営農を継続しているC類型では，法人は

一部の津波被災者農家の大豆作のみを受けている。こうして津波被災による農家離農が激

しい地域では法人による農地集積が集落内農地のほとんどに及ぶが，離農が一部で，営農

継続農家が多い地域では，法人の集積範囲は限定的となっている。 
各法人は，津波被災地で機械流出による離農の発生に直面して，被災地の農地を守るた

めに組織された点では共通している。そして津波被災による離農割合は法人の農地集積範

囲や法人と営農と集落との関係にも影響する。A類型の地域に設立された（農）グリーン

ファーム磯部は，集落全体の農地の担い手であるという特徴を有し，集落営農的な性格が

強い。B類型にある（合）飯豊ファームや（合）岩子ファームは，各法人が集落との繋が

りを強く持ちながら大豆作の担い手となっている。これらの法人では，地権者組織である

農用地利用改善団体は岩子集落を除いて設立されていないが，集落との信頼関係の上に少
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も担うことになると，さらに大規模となる可能性がある。 
第2に，大規模化に伴う稲作の変化である。（合）飯豊ファームと（農）グリーンファー

ム磯部では，水稲作に直播を導入している。水稲作を大規模に経営するのに対応して，直

播に取り組むことは，育苗施設の省略，春作業の労働効率化と作業期間の延長等の効果が

期待できる。また飼料用米の導入も現時点での稲作収入増加のための作目選択としては効

果的である。 
第3に，雇用の増加と経営複合化である。（合）飯豊ファームは構成員が3人であること

から，規模拡大に対応して雇用者を増加させている。そして周年雇用に対応した就労場所

確保のために，野菜の導入を図っている。また加工等の6次産業化，多角化の展開も視野

に入れている。他の法人，とくに（農）グリーンファーム磯部では，今後さらに経営規模

が拡大するのであれば，そうした経営も展開できる。 
 

６） 大規模土地利用型法人の展望と課題 

こうした法人にもいくつかの課題がある。 
第1は，集落の営農との関係である。津波被災による離農とは別に，今後，集落内の高

齢農家の離農が進展すると見込まれる。しかし地区内における法人や法人の構成員以外の

受け手は皆無か，あっても乏しいことから，法人が被災農地に限らず集落全体の農地の受

け手となっていかざるをえないと考えられる。そして各法人は，現在は営農の対象を大豆

作に限定していても，今後は水稲を含めた水田作全体を受ける法人に発展していかざるを

えない。むしろそうしたビジョンを明確にする必要があると思われる。 
第2は，中心となる労働力の確保である。法人の構成員の年齢は，（合）飯豊ファーム

は50歳代と比較的若いが，他の法人は60歳代であり，今後10年間に世代交代が必要にな

る。（合）アグリフード飯渕では若い後継者が就農する予定であるが，法人経営を確立す

る中でそうした後継者を確保することが重要な課題である。 
 第3は，将来の機械更新のための準備金確保である。各法人は民間の無償リースや国の

交付金によって機械施設装備を行った。本来の固定資産額に対して減価償却引当が僅かで

ある中で，将来の機械更新のために十分な資金確保が必要である。しかしその十分な積立

が行えていない組織がある。営農開始間もないことから経営面積が予定面積に至っていな

いものもあるが，高水準の地代が準備金を十分に積み立てられない要因となっている。 
第4は，適正な地代水準の設定である。機械更新の原資を蓄積するためには適正水準の

地代を設定する必要がある法人があり，そのために地権者との間で合意形成を図ることも

重要な課題となっている。 
 
注(1) 相馬市では，東京農業大学が支援プロジェクトを立ち上げて震災直後の 2011 年４月末の連休中か

ら現地に入っており，東京農業大学・相馬市編（2014）は支援プロジェクトの成果をまとめたもので

ある。当研究所では同プロジェクトの農業経営チームに協力するかたちで 2012 年から飯豊地域の法

人の調査を開始し，その後，磯部地域等の調査を独自に行った。 
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(2) 津波被災した沿岸部市町村とは，新地町，相馬市，南相馬市，浪江町，双葉町，大熊町，富岡町，

楢葉町，広野町，いわき市である（農林水産省統計部（2016））。 

(3) 津波被災農業集落は，津波による浸水等があっても農業被害がない場合は集計対象としていないた

め，実際の津波の浸水範囲と異なることがある。（農林水産省（2011））。 

(4) 東京電力福島第一原子力発電所事故による避難指示区域（2011 年 9 月 30 日時点の区域指定の警戒

区域，計画的避難区域）である楢葉町，富岡町，大熊町，双葉町，浪江町，葛尾村及び飯舘村の全域

並びに南相馬市，川俣町，田村市及び川内村の一部地域内にあって営農が不可能となったものを農業

被害に含めている。 

(5) 後藤・稲垣（2014）参照。 

(6) 相馬市における震災後の対応については天川（2015）が時系列的に概観している。 

(7) この計画は 2012 年 3 月に本文で後述する「相馬市復興計画 Ver.1.2」になる。さらに 2014 年 4 月

に「相馬市復興計画 Ver2.1」が決定されて，ソフト事業とハード事業に分類したそれまでの基本計

画に代えて，復興のグランドデザインを明確に提示し，新たな地域社会の再構築を目指すための主要

8 テーマに分類した基本計画が示され，2015 年 4 月に決定された「相馬市復興計画 Ver2.2」ではソ

フト事業を中心に新規に取り組むべき内容が加えられる。 

(8) 玉野地区では，2011 年産に水稲作付けを行ったが，放射性物質による農地汚染の調査が農家から

要望され，調査を実施した結果，100Bg/kg を超えるセシウムが一部で検出されため，地区の同意に

よって米の出荷制限を行い，東電に損害賠償請求をした。2012 年度は米の作付けを自主規制して作

付けを見送りながら，放射性物質の抑制対策を行った。酪農は，地域で生産された牧草の乳牛への給

与が禁止され，支援を受けながら輸入牧草に頼って経営を続ける。野菜は，震災以前は直売所の固定

客が多かったが，震災以降は直売所の売り上げが皆無になるとともに，自給野菜についても放射線量

の濃度を測り，安全を確保しながら食べている。 

(9) 応急復旧した代替岸壁での海上コンテナ物流用代替クレーンと集積機材(リーチスタッカー)の整備

を助成する「相馬港海上コンテナ物流基盤整備事業」が 2011 年 10 月に採択された。相馬港は 2009

年からコンテナ貨物の取扱に重点を置いてクレーン等の整備を進めていたところを津波で被災する。

被災後に代替岸壁が応急復旧するが，クレーン等の整備完了までには 3～5 年を要するとされたため，

その間に顧客を失うことを懸念してヤマト財団事業を活用したものである。 

(10) 合同会社は 2005 年の会社法で新設された法人形態であり，設立に際して公証人役場での定款認

証（手数料 5 万円）が不要，法務局での登録免許税が 6 万円（株式会社は 15 万円），社員（構成員）

＝役員であるため社員総会や業務執行者会の開催の義務がない，役員任期を定める必要がない，決

算公告の義務がない。 

(11) 土地利用型法人では，後述する農事組合法人グリーンファーム磯部に加えて農事組合法人日下石

ファームが 2014 年 1 月に設立されている。 

(12) 属地面積は 2010 年農業センサス農山村地域調査，農家数等は同センサス農業経営体調査による。

以下の地区についても同様である。 

(13) 2014 年の新規ほ場は構成員の農地であるが，籾殻堆積地としていた土地であったため窒素飢餓に

より育ちが悪かったことを後に知る。窒素飢餓とは，微生物が繁殖するのには窒素が必要であるた
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も担うことになると，さらに大規模となる可能性がある。 
第2に，大規模化に伴う稲作の変化である。（合）飯豊ファームと（農）グリーンファー

ム磯部では，水稲作に直播を導入している。水稲作を大規模に経営するのに対応して，直

播に取り組むことは，育苗施設の省略，春作業の労働効率化と作業期間の延長等の効果が

期待できる。また飼料用米の導入も現時点での稲作収入増加のための作目選択としては効

果的である。 
第3に，雇用の増加と経営複合化である。（合）飯豊ファームは構成員が3人であること

から，規模拡大に対応して雇用者を増加させている。そして周年雇用に対応した就労場所

確保のために，野菜の導入を図っている。また加工等の6次産業化，多角化の展開も視野

に入れている。他の法人，とくに（農）グリーンファーム磯部では，今後さらに経営規模

が拡大するのであれば，そうした経営も展開できる。 
 

６） 大規模土地利用型法人の展望と課題 

こうした法人にもいくつかの課題がある。 
第1は，集落の営農との関係である。津波被災による離農とは別に，今後，集落内の高

齢農家の離農が進展すると見込まれる。しかし地区内における法人や法人の構成員以外の

受け手は皆無か，あっても乏しいことから，法人が被災農地に限らず集落全体の農地の受

け手となっていかざるをえないと考えられる。そして各法人は，現在は営農の対象を大豆

作に限定していても，今後は水稲を含めた水田作全体を受ける法人に発展していかざるを

えない。むしろそうしたビジョンを明確にする必要があると思われる。 
第2は，中心となる労働力の確保である。法人の構成員の年齢は，（合）飯豊ファーム

は50歳代と比較的若いが，他の法人は60歳代であり，今後10年間に世代交代が必要にな

る。（合）アグリフード飯渕では若い後継者が就農する予定であるが，法人経営を確立す

る中でそうした後継者を確保することが重要な課題である。 
 第3は，将来の機械更新のための準備金確保である。各法人は民間の無償リースや国の

交付金によって機械施設装備を行った。本来の固定資産額に対して減価償却引当が僅かで

ある中で，将来の機械更新のために十分な資金確保が必要である。しかしその十分な積立

が行えていない組織がある。営農開始間もないことから経営面積が予定面積に至っていな

いものもあるが，高水準の地代が準備金を十分に積み立てられない要因となっている。 
第4は，適正な地代水準の設定である。機械更新の原資を蓄積するためには適正水準の

地代を設定する必要がある法人があり，そのために地権者との間で合意形成を図ることも

重要な課題となっている。 
 
注(1) 相馬市では，東京農業大学が支援プロジェクトを立ち上げて震災直後の 2011 年４月末の連休中か

ら現地に入っており，東京農業大学・相馬市編（2014）は支援プロジェクトの成果をまとめたもので

ある。当研究所では同プロジェクトの農業経営チームに協力するかたちで 2012 年から飯豊地域の法

人の調査を開始し，その後，磯部地域等の調査を独自に行った。 
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め炭素の多い有機物は分解の過程で土中の窒素を消費し，農作物が吸収できる窒素分が不足するこ

とを指す。 

(14) 程田集落で集落営農設立の動きがある。2016 年 1 月に程田集落で集落内地権者 70 名のうち 51 

名で「程田営農改善組合」が設立される。農用地利用改善団体として集落内農地約の半分の約 35ha

を（合）飯豊ファームへ農地中間管理事業によって貸付け，残り約 35ha を今後設立予定である集

落営農組織に集積する計画である（福島県相双農林事務所農業振興普及部（2016））。 

(15)  1889 年の町村制の施行により，旧藩政村の立谷村，日下石村，磯部村，蒲庭村，柚木村，赤木村

が合併して磯部村が発足するが，1900 年に立谷，日下石，柚木，赤木の各大字が分立して日立木村

が発足したため，農業センサスの旧村・磯部村は藩政村の磯部村と蒲庭村を範囲とし，小学校校区

となっている。 

(16)  キリン絆プロジェクトはキリン（株）が 2011 年 7 月から実施している事業で，2011 年 12 月～

2012 年 12 月の第 1 ステージの農業支援は，岩手県・宮城県・福島県の農家に，JA と連携して中

古農業機械等をリースした。対象は原則 5 人以上の団体（特例で 3 人以上の農業者）である。同事

業により，旧 JA そうま（新地町，相馬市，南相馬市，飯舘村）と組合員 33 人に，トラクタ，田植

機等の農業機械 52 台分の購入資金が助成され，相馬市にはトラクタ 10 台が助成された。 

(17) 住谷他（2014）が，農地被災と機械被災では公的支援の有無が異なるために農家の農業復興に与

える影響が大きく異なることを営農意欲の点から指摘していることは重要である。 
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